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当日プログラム
開催日　：　2018年11月28日（水）
会　場　：　大手町フィナンシャルシティ
　　　　　　カンファレンスセンター

13：30 開会挨拶 日本政策金融公庫総裁� 　　　田中　一穂 　　

第 1部　基調講演

13：40
～

14：10

新規開業企業の成長に必要な 7つのポイント

　　　　　　　　  シンクタンク・ソフィアバンク代表� 　　　藤沢　久美 氏　

第 2部　研究報告

14：10
～

14：40

成長パターンからみる新規開業企業の実態

　　　　　　　　  日本政策金融公庫総合研究所研究主幹� 　　　深沼　　光 　　

第 3部　パネルディスカッション

15：00
～

16：40

企業の成長メカニズム

パネリスト 株式会社アルファポリス代表取締役社長� 梶本　雄介 氏　

株式会社ブレインパッド代表取締役会長� 草野　隆史 氏　

株式会社バリューデザイン代表取締役社長� 尾上　　徹 氏　

コーディネーター 日本政策金融公庫総合研究所研究主幹� 深沼　　光 　　
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本日は大変お忙しいなか、多くの皆さまにご来場

いただき、誠にありがとうございます。第10回記念

日本公庫シンポジウムの開催に当たり、一言ご挨拶

申し上げます。

私ども日本政策金融公庫は、今年の10月 1日で統

合10周年を迎えました。総合研究所が、学術的な研

究成果を多くの皆さまにわかりやすい形で発信する

ことを目的に毎年開催してまいりましたこのシンポジ

ウムも、10回目の節目を迎えます。昨年は「中小企

業における外国人雇用の現状と課題」をテーマに取

り上げましたが、今年は「新規開業企業の成長メカ

ニズム」と題し、シンクタンク・ソフィアバンク代表

の藤沢久美様や、創業後に大きく成長し、当公庫が

統合してから10年の間に株式上場を果たした経営者

の方々をお招きし、本日の開催の運びとなりました。

当公庫は中小企業に対し、年間約30万件の融資を

行っています。そのうち500万円以下の融資が 5割、

3,000万円以下の融資が93％を占めており、小さな

企業を含めた中小企業の資金調達をお手伝いしてお

ります。さらに30万件のうち、創業前、もしくは創

業後 1年以内の企業への融資を行う創業融資の件数

が 2万8,000件あります。創業企業への支援は、当

公庫が非常に力を入れている分野です。

企業は創業後に販路の開拓や人材の確保など、さ

まざまな課題に直面しながら事業を進めていきま

す。壁にぶつかって業績が伸び悩むケースもあれ

ば、課題を克服して短期間で業容を拡大させる企業

もあります。創業企業は新たなビジネスや雇用の創

出を通じ、経済の活力を生み出しているわけです

が、とりわけ急成長を遂げる企業が社会にもたらす

インパクトは非常に大きなものがあると思います。

こうした背景や意味合いを踏まえ、今回のシンポ

ジウムは「新規開業企業の成長メカニズム」をテー

マに取り上げました。10年前のリーマンショックを

境にわが国の経済環境が大きく変化するなかで、急

速な成長を遂げた企業の姿を追い、企業は開業して

からどのような過程を経て成長軌道に乗るのか、成

長企業にはどういう特徴があるのかについて、深く

掘り下げた議論ができればと考えております。

なお、私どもの研究所に対しては、中小企業専門

のシンクタンクとして、常に高い研究水準を追求す

るよう要請しています。そのためには、日ごろの研

究成果を広く発信し、外部の方々から評価していた

だくことが何よりも重要です。このシンポジウムは

その絶好の機会であると考えております。ご参加い

ただきました皆さまから忌憚のないご意見とご評価

をいただくとともに、本日のシンポジウムがご来場

の皆さまにも意義のある内容のものとなることを願

いまして、私の開会の挨拶とさせていただきます。

開 会 挨 拶

日本政策金融公庫総裁　田中 一穂
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基調講演

「新規開業企業の成長に必要な 7 つのポイント」

シンクタンク・ソフィアバンク 代表　藤沢 久美 氏

意思決定のスピードの重要性

シンクタンク・ソフィアバンクの藤沢です。今日

は、最近開業したばかりで今まさに成長を目指して

いる方に向けて、成長に必要なポイントを 7つ、お

話しします。

第 2部の研究発表ではデータに基づく定量的な話

をされると思いますので、わたしは自身の経験を通

して見えてきた定性的な話をします。もしかしたら

皆さんの感覚とは違いがあるかもしれませんが、わ

たしの考察ということで耳を傾けていただければ幸

いです。

わたしは今まで、いろいろなベンチャー企業の経

営のお手伝いをしてきました。そのなかで、急成長

する会社としない会社、上場に早く至る会社と至ら

ない会社の違いは、経営のスピードだと感じまし

た。世の中の変化が速くなっているなかでは、迅速

に意思決定をして、新しいことに挑戦していくこと

が重要です。

ヤフーの社長だった宮坂学氏が掲げた「爆速経

営」という有名な言葉があります。わたしが社外取

締役を務める静岡銀行でも、頭取がこの言葉を借り

て、月に 1回の役員会でものごとを決めていたので

は間に合わない、意思決定の会議の回数を増やし、

スピード感のある経営をしなければならないと言っ

ています。新規開業企業であればなおのこと、経営

のスピードをあげることが急成長の前提となってき

ます。

創業メンバーは厳選する

7 つのポイントのうち、最初の 4つは人について

の話です。経営のスピードをあげて急成長するため

には、まず創業メンバーを厳選することが大切で

す。これが 1つ目のポイントです。会社が小さいう

ちは、なかなか採用ができず、人材紹介会社に依頼

して人を探すことがよくあります。しかし、人材紹

介会社からすれば、リピートのある企業に人材を

送ったほうが次の仕事につながりますから、良い人

材は大企業に優先的に紹介することになります。た

まにしか採用しない小さな会社には良い人材が回っ

てこないため、苦労することが珍しくありません。

だからといって、どんな人でもよいから雇えるだけ

ありがたいと、安易に採用するのはよくありません。

例えば、社長を含め 3人しかいない小さな会社で

あれば、 1人の人間が会社の 3分の 1のパワーをも

つことになります。だからこそ、会社の規模の小さ

い創業期こそ、採用する人は厳選するべきです。創業

期は金銭的に厳しいことも多いですが、1,000万円

くらいの年収の人を雇うつもりで、高いスキルをも

つプロフェッショナルな人材を探したほうがよいで

しょう。

そういう高度なスキルをもつ人材が、創業間もな

いベンチャー企業に来てくれるのかと思われるかも

しれませんが、実際、わたしがかかわっているベン

チャー企業には来てくれています。狙い目だと思う

のは、グーグルやアマゾンといった外資系の企業
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で、技術や人事、財務などの責任者をしているような

人です。そういう人たちは年間2,000万円や3,000万円

という高額な報酬を得ているのですが、意外にも

1,000万円を下回る年収で採用できることがあるの

です。

なぜなのか。グーグルにしてもアマゾンにして

も、やはり大企業なのです。すごく優秀な人であっ

ても、大企業にいると、そのなかの駒の 1人になっ

てしまっていると感じるものです。組織の駒として

ではなく、もっと自分でいろいろ考えて、実行して

みたいと思ったとき、高い成長可能性があり、経営

者が優れた将来の展望をもっており、自分もこの会

社を一緒につくっていきたいと感じる企業があれ

ば、1,000万円を下回る年収でも、来てくれるのです。

ですから、どうせ創業期の会社には来てくれないだ

ろうと決めつけるのではなく、そういう優秀な人材

を探し、採用できるよう説得しに行くべきだと思う

のです。

ただ、現在上場している有名なベンチャー企業の

創業メンバーだった、などという触れ込みには注意

が必要です。たしかに、企業自体は急成長して、上

場したのだとしても、創業当時はサークルのような

学生の集まりにすぎず、その人自身は特に高いスキ

ルをもってはいなかった、というケースもあるから

です。有名企業の創業メンバーだったという経歴だ

けをもって採用するのではなく、今、実際にどのよ

うな立場で仕事をし、どのようなプロフェッショナ

ルなスキルをもっているのかで人を選ばなければな

りません。

また、人を雇うときにはどのような役割を果たし

てもらいたいのか、明確な目的が必要です。失敗す

るパターンとしてよくあるのが、とにかくすごい人

を雇えばうまくいくに違いないと思ってしまうこと

です。具体的に何をしてほしいのかが明確でない

と、せっかく雇ってもうまく能力を発揮してもらえ

ません。人を雇うのなら、人事の責任者が欲しいの

か、セールスの責任者が欲しいのか、マーケティン

グの責任者が欲しいのかなど目的を定めておく必要

があります。さらに、例えばマーケティングであれ

ばどのような種類のマーケティングをしてもらいた

いのかなど、お願いする仕事を具体的にイメージし

て、そこに当てはまる人材を探すことが大切なのです。

アウトソーシングを活用する

2 つ目のポイントは、秘書業務や事務作業などの

アシスタント業務については、アウトソーシングを

活用するということです。中心となるメンバーは、

コストをかけてでもプロフェッショナルを雇うべき

ですが、アシスタント業務については、社内に抱え

る必要はないと思っています。実際に、今、日本で

業績を伸ばしている、電子決済のシステムを提供す

る外資系企業のペイパルなどは、秘書や事務員など

のアシスタント業務を担う人を雇っていません。社

員は全員、経営の根幹にかかわるプロフェッショナ

ルな人材で、アシスタント業務はすべて外注してい

るのです。最近ではキャスタービズやヘルプユーな

どのオンラインアシスタントサービスが普及してき

ており、簡単に外注することができます。ベン

チャー企業では、シェアオフィスの一角を借りて社

員が数人いるだけで、事務作業などはすべてアウト

ソーシングしているところも珍しくありません。

今までは、 1人のアシスタントに、通帳記帳や伝

票の入力、契約書の作成、営業用のメールの作成な

ど、さまざまな仕事をお願いしていたと思います。

しかし、 1人の人間のもっている能力には限りがあ

ります。その点、オンラインアシスタントに仕事を

頼むと、内容に応じて、仕事が割り振られるように

なっています。それぞれの作業を得意としている人

に、時間単位で依頼することができるのです。オン

ラインだけでは完結しない、郵便物の仕分けや、パ

ソコンの設定など、オフィスに来てもらわないとで

きない仕事もあります。そのようなときは、 2時間
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このように、事業を一緒につくりあげていく創業

メンバーのような人材と、それを手伝ってくれるア

シスタントのような人材は明確に区別することが大

事です。創業期は、多くの悩み事を抱えることにな

ります。その悩みをなるべく減らすために、コアの

部分にはプロフェッショナルな人を雇い、それ以外

の部分は外部に委託する。何から何まで自分でやり

たいという創業者もいますが、自分が得意でない部

分は人に任せる。ただし、他人に何かをお願いする

のであれば、何をお願いするのかを具体的に定める

必要があります。そして、目標を定めて、その目標

を達成するようにお願いしなくてはなりません。そ

してお願いした限りは、任せてしまわなければなら

ないのです。

これは、創業期が過ぎて、成長期には入ってから

も重要です。今後は就労ビザの制度が新しくなって

外国人材がたくさん日本に入ってくることが考えら

れます。外国人材を採用するためには、一般的に

ジョブディスクリプション（職務記述書）を明確に

定めることが必要です。どのような能力のある人

に、どのような仕事を任せ、どのような成果をあげ

てほしいのか、どのような権限と責任を与えるのか

などを明確にしなくてはならないのです。このよう

に近い将来、仕事の内容や目的をしっかりと定義

し、言語化する必要が出てきます。創業期から、プ

ロフェッショナルな人材にお願いすべき仕事と、そ

だけ、 3時間だけなどという単位で出張してくれる

サービスもあります。このようなオンラインアシス

タントが、 1カ月30時間で10万円くらいの料金で利

用できるのです。社会保険料もかからなければ、オ

フィスにデスクを置く必要もありません。コストは

安く、仕事はそれぞれ得意な人にお願いできるの

で、スピードもアップします。経営者が経営に集中

するためには、このようなサービス利用することが

必要です。これは創業期だけでなく、どのような時

期の会社にもいえることだと思います。

社員を雇えば、その社員の機嫌が悪い日には機嫌

を直してもらおうと気を遣ったり、社員が苦手とし

ている仕事をお願いするときには遠慮してしまった

りします。社内でまったくコミュニケーションがな

いのも人間関係的にどうなのか、という意見はある

かもしれませんが、オンラインアシスタントなら、

そのような気遣いは不要です。どんな仕事であっ

ても、得意な人がやってくれるので、遠慮すること

もありません。経営者は経営のコアな部分に、頭と

時間を使う必要があります。創業期では特にその

必要性が高いので、アウトソースできるところは、

社外のプロにお願いすることを進めていくべきで

しょう。

無駄な時間を省くためには、年齢にかかわらずデ

ジタルツールを使いこなすことも必要です。例え

ば、メールではなく、ビジネスチャットサービスの

スラックで連絡を取り合ったり、実際に会って会議

をするのではなく、スカイプを使ってオンラインで

会議をしたりするわけです。工程の管理や書類につ

いてもクラウドサービスやスマートフォンのアプリ

を活用して共有することが可能です。

こういったツールを活用することで、いつでもど

こにいても仕事を進められるため、経営のスピード

をあげることができます。試しさえすれば誰でも使

えるようになるものですから、年齢に関係なく、ま

ず、使ってみることが大切です。
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れ以外の仕事を分け、それぞれ、どのようなことが

求められる仕事なのかを決めて、言語化しておくこ

とは重要でしょう。

プロフェッショナルなシニアの力を借りる

3 つ目のポイントは、大企業や役所などでキャリ

アと実績を重ねたプロフェッショナルなシニアの力

を借りるということです。新しい事業を始めるとな

ると、産官学、政治など、いろいろな分野の方の力

を借りなければ乗り越えられない問題に直面するこ

とがあります。このサービスがあれば、ある業界の

非効率な部分が改善できてビジネスになる、という

アイデアがあっても、法律などの規制により実現で

きないということは、珍しくありません。そのよう

なとき、国家戦略特区などをつくるように国に働き

かけ、そのなかで省令の改正や、法律の解釈の変更

をしてもらう、といった方法だってあるわけです。

そういうことを一緒に仕掛けてくれるのは、役所で

働いていたような人です。また、大企業と連携した

いと思っても、大企業がどのような意思決定のプロ

セスをもっていて、どのような提案をすれば受け入

れてもらいやすいかは、大企業のなかの人しか知

りません。

皆さんも経験があると思いますが、ビジネスにお

いて、ネットワークはとても重要です。同じような

事業をしていても、メディアに取り上げられる企業

と取り上げられない企業があります。大企業とつな

がりをもてる企業と、もてない企業があります。そ

の違いは、信頼できる人に紹介してもらえたかどう

かによって生じることが多いのです。ですから、大

企業や役所などの大きな組織に所属していた経験が

あり、人脈をもち、功績をあげてきたようなシニア

の方から、顧問やアドバイザーという形で力を借り

ることは、重要ではないかと思います。

ただし、こうした方に協力してもらうときには、

あまり暇な人に頼まないことです。暇な人に頼む

と、頻繁に会社に来てアドバイスを下さったり、人

を紹介するから食事に行こうと誘われたりして、多

くの時間を割くことになってしまいます。その点、

忙しい人に頼んだほうが、結果的に効率よく、必要

なアドバイスをもらえたり、本当につながりをもち

たい人をスピーディーに紹介してくれたりします。

お暇な方には、会社の規模が大きくなってから、常

勤監査役といった形でかかわっていただくほうがよ

いと思います。いずれにしても、大企業での経験が

ある人というのは、創業期の企業が急成長するため

には必要な人材だと思うので、そういう人とのつな

がりは積極的に活用していくべきでしょう。

メンターをもつ

そして 4つ目のポイントは、メンターをもつとい

うことです。どの時期の経営者にも当てはまること

ではありますが、特に創業期にはメンターがいたほ

うがよいと思います。スピード感のある経営者は、

応々にして、何かをやると決めたら、寝ても覚めて

もそのことを考えるほどに集中し、視野が狭くなっ

てしまうことがあるのです。そんなとき、少し引い

たところから冷静に自分のことを見ていてくれる

メンターがいるとよいですね。経営者が意思決定をし

ようとしているとき、メンターが冷静な立場から質

問をしてくれる。具体的なアドバイスでなくとも、

この観点を見落としていないかとか、このリスクは

どうなのかなどの質問を受けることで、経営者はい

ろいろな気付きを得ることができます。自分自身の

視野が狭くならないように、バランスを取ってくれ

るようなメンターを置いておきたいところです。

メンターに関しては、若い人でも、年を重ねた人

でも構いませんが、一緒になって熱くなるのではな

く、少し引いた立場で、冷めた目線で自分のことを

見てくれる人がよいでしょう。一緒になって事業に

熱中してしまわない人であれば、配偶者や恋人でも

よいのではないでしょうか。
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スマートマネーを獲得する

次の 5つ目のポイントは、資金調達についてで

す。もちろん銀行や日本公庫などの金融機関から融

資を受けることも大切です。しかし、急成長を目指

す過程では、ベンチャーキャピタルからの出資を仰

ぐというケースがあり、そこで苦労される方が多い

のです。わたしは、経営者とベンチャーキャピタル

との面談に同席することがよくあります。そこで、

日本と海外のベンチャーキャピタルとの間で、考え

方に大きな違いがあることに気付き、衝撃を受けま

した。

日本のベンチャーキャピタルでは、多くの場合、

株式上場を前提として話が進んでいきます。日本の

なかでいかに成功するか、どうやって企業価値を高

めて、どのくらいの株価にして上場しようかといっ

た話が先に出てきます。しかし、シリコンバレーや

シンガポール、香港などのベンチャーキャピタルで

は、まず、ビジネスのビジョンについて話を聞いて

くれます。その事業に共感が得られれば、一緒にわ

くわくしてくれます。そして、出資の話をする前に、

こんな企業を紹介できますよとか、こんなネット

ワークがあるので活用してみませんかというような

アドバイスをくれるのです。出資ができない場合で

も、「出資してくれそうな別のベンチャーキャピタ

ルを紹介するよ」と言って、その場でつないで、プ

レゼンテーションの機会をつくってくれることも珍

しくありません。海外では、お金だけではなく、知

恵やネットワーク、これらをスマートマネーと呼び

ますが、それを提供してくれるところが多いの

です。

このようなベンチャーキャピタルは、常にグロー

バルな視点で物事を見ています。世界でこのビジネ

スを成功させるには、こういうポイントが必要だ、

という話をしてくれます。最初から視座を高くして

くれるのです。急成長することは大事ですが、その

成長の先まで見てくれます。すべてとはいいません

が、日本のベンチャーは視座が低く、日本のなかで

いかに成功するかという話にとどまってしまいがち

です。それが目標であればよいのですが、社会のた

めになる事業をして、より多くの人の役に立ちたい

と思って起業するのであれば、最初から視座を高

く、グローバルな視点をもってもよいと思います。

そういう意味では、ベンチャーキャピタルを選ぶ

際、すぐにお金を出してくれる近くのベンチャー

キャピタルではなく、まずはスマートマネーを出し

てくれる先を探してみる。お金が出るのが少し遅く

なるかもしれないけれども、結果的にはスピード

アップに必要な、お金に代えられないネットワーク

やパートナーを紹介してくれるかもしれません。

しかし、いざ外国のベンチャーキャピタルに話を

するとなると、言葉の壁を感じてしまう人もいると

思います。そのようなときには、通訳をしてくれる

人を探せばよいのです。物理的に離れている人で

あっても、スカイプなどのオンライン会議システム

を使えば、問題ありません。例えば、福岡の企業と、

シリコンバレーのベンチャーキャピタルと東京にい

る通訳がスカイプでつながって話をすることも可能

です。通訳をしてくれる人はクラウドワーカーのな

かにもたくさんいますから、簡単にお願いすること

ができます。10年前に比べると、格段に、手助けし

てくれる人とつながりやすい時代になりました。だ

からこそ、ベンチャーキャピタルに相談するのであ
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れば、スマートマネーを提供してくれるところを

選んでください。

予算と実績の管理を徹底する

そして 6つ目のポイントは、予算と実績の管理で

す。ベンチャー企業のなかには、これがいい加減な

ところが少なくありません。最初は売り上げなんて

あがらないのだから管理する必要はない、と言われ

ることもありますが、早いうちから予算と実績の管

理をする癖をつけておくほうがよいでしょう。

PDCAサイクルを速く回す癖をつけておくことに

よって、常にトライアンドエラーを繰り返すきっか

けになります。これくらいお客さんを増やそうと

か、これくらいの売り上げをあげようという予算を

立てて、実績を把握して、見直す習慣をつけること

は、将来、会社が大きくなり株式上場を考えるよう

になったときにも役に立つでしょう。

感謝の気持ちを忘れない

最後の 7つ目は、感謝することです。今までの話

を聞いてご理解いただけたかと思いますが、創業し

て急成長していく過程では、いろいろな人に助けて

もらうことになります。創業期には、お金はあまり

ありませんし、地位も名誉もありませんので、返せ

るのは感謝くらいのものです。その感謝の気持ちを

どれくらい具体的な言葉で述べたり、お礼状にした

ためたりして表現できるかが、大きな差になって表

れます。創業し、成長へ向けて努力していると、い

ろいろな方が応援してくれます。応援される経営者

からすれば、大勢のうちの 1人かもしれません。し

かし、応援している方からすれば、 1人の経営者を

応援しているのです。ですから、応援している人は、

「ありがとうございます」と言ってもらいたいと

思っているはずです。応援してくれたことに、しっ

かりとお礼を言えるか、感謝できるかが、長い目で

見たときに、大きなチャンスを与えてくれる仲間が

増えるかどうかの分かれ目になるのです。

ここまで、新規開業企業の成長に必要な 7つのポ

イントについて順にご紹介してきました。事業を広

げていこうと頑張っている経営者の方は、これらの

ポイントを意識してみてはいかがでしょうか。



第 2部　研究報告
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研究報告

「成長パターンからみる新規開業企業の実態」

日本政策金融公庫総合研究所 研究主幹　深沼　光

成長パターンごとの特徴をひもとく

第 2部の研究報告では、「成長パターンからみる

新規開業企業の実態」をテーマに、データに基づい

て報告します（スライド 1）。

本日のシンポジウムのグランドタイトルは「新規

開業企業の成長メカニズム」です。なかでも急成長

する企業に焦点を当てていますが、そもそも新規開

業企業は開業後にどのようなパターンで成長してい

るのでしょうか。これが最初の疑問として浮かん

できます。

スライド 2は、われわれ総合研究所が行った「新

規開業パネル調査（第 3コーホート）の結果を模式

化したものです。2011年に開業した企業の 5年間の

成長を追っており、横軸が経過年数、縦軸が従業者

数になっています。このバブルの大きさがおおよそ

の件数を表しているとイメージしてください。

まず、全体として年を追うごとに規模は大きくな

る傾向にあります。ただし、右上に位置する短期間

で成長している企業の数は少ないことがわかりま

す。一方で、規模が小さいままの企業が非常に多い

ということもご理解いただけると思います。

この成長の動きを概念図として示しました（スラ

イド 3）。創業したのち、成長していく一群の企業

があります。そのなかから、今回のパネルディス

カッションにお招きしたような上場企業が生まれて

くるのです。

一方で、創業後、現状維持、あるいは規模を縮小

する企業群も存在しています。また、残念ながら、

創業から間もない時期に廃業してしまう企業もあり

ます。新規開業パネル調査では、2011年に創業した

企業のうち、2015年末までに約10％が廃業している

という結果が出ています。

企業の成長パターンによって、その特性は異なる

ことが予想されます（スライド 4）。経営者や企業

の属性に特徴があるのでしょうか。経営課題や求め

られるサポートに違いがあるのでしょうか。こうし

た観点から、今回は特に成長している企業に注目し

ながらデータを確認していきたいと思います。

従業者数の推移

分析するのは、先ほども紹介した当研究所が行っ

ている新規開業パネル調査（第 3コーホート）の

データです（スライド 5）。パネル調査とは、同じ

サンプルを 1年ごとなど定期的に調べる調査のこと

です。この調査は、当公庫の国民生活事業が融資を

行い、2011年に開業した企業を 5年間追跡したもの

で、わが国でほぼ唯一といえる大規模な新規開業パ

ネル調査です。当研究所独自のものとして自負して

いる調査の 1つです。このデータを使用し、分析を

進めていきます。

ここで、「自己雇用」という言葉について説明し

ます（スライド 6）。これは、英語のセルフ・エン

プロイド（Self-Employed）の直訳で、自分で自分

自身を雇用しているという意味です。今回の報告で
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は、経営者本人と家族従業員だけで稼働している、

つまり、家族以外の従業員がいない企業を自己雇用

として分析します。

まず、従業者数がどのように推移したのかをみて

いきます（スライド 7）。開業時は3.4人、 5年後の

2015年末で6.8人と、ほぼ倍増というのが平均的な

姿です。

これを従業者数カテゴリーでみると、実は、「自

己雇用」は意外に多く、開業時で46.7％と全体の約

半分近く、2015年末でも36.5％と約 3分の 1を占め

ています（スライド 8）。

一方、規模の大きいカテゴリーをみると、例えば

「30人以上」は、開業時で0.4％、2015年末で3.5％と

少数派です。

2015年末の従業者数カテゴリーごとに、開業後の

従業者数の増減をみると、自己雇用、あるいは規模

の小さい企業の場合、それほど変わっていない、あ

るいは少し減ったという割合が高いようです（スラ

イド 9）。反対に、比較的規模の大きな企業、特に

20人を超えてくると、ほとんどの企業で増加してい

ます。その結果、20人以上、30人以上の規模になっ

ていることがわかります。

5 つの成長パターン

今回は、分析のために 5つの成長パターンを定義

しました（スライド10）。

第 1が、①自己雇用企業です（スライド11）。

2015年末時点で自己雇用であり、かつ従業者数が不

変または増加した企業です。

第 2が、従業員が減少した②縮小企業です。

第 3が、③現状維持企業です。ただし、①自己雇

用企業は除いています。

第 4に、従業員が増えた企業のうち、 2人から29

人までを④成長企業、第 5に30人以上に達した企業

を⑤急成長企業と定義しました（スライド12）。こ

の定義をベースに分析を進めていきます。

成長パターンと従業者数

スライド13は、成長パターン別の従業者数関連の

データです。

5つのカテゴリーの企業数割合をみると、自己雇

用企業は31.4％と約 3分の 1です。縮小企業は

12.3％、現状維持企業は9.2％と約 1割ずつ、成長企

業が43.7％となっています。一方、急成長企業はわ

ずか3.4％と、非常に少ない割合です。

では、従業者数はどのように推移しているので

しょうか。自己雇用企業の平均従業者数は1.3人か

ら1.5人で微増です（スライド14）。縮小企業は6.1人

が4.2人に減っています。現状維持企業は4.2人から

4.2人と横ばい、成長企業は3.4人と小さい規模から

始まり、8.0人まで増えています。

急成長企業では、開業時点で規模が少し大きく

10.2人です。これが 5年後には57.4人になっており、

6倍近い成長を遂げています。まさに急成長です。

では、従業者数増加への寄与度をみるとどうなっ

ているのでしょうか。成長企業が約58.2％、急成長

企業が47.1％です（前掲スライド13）。企業数割合

では3.4％しかない急成長企業が、従業者数増加の

約半数を担っており、雇用に対するインパクトが大

きいことがわかります。

経営者の属性

次に、企業の成長において、経営者の属性に何ら

かの特徴があるのかをみていきたいと思います。

まず年齢は、それほど違いはありません（スライ

ド15）。自己雇用企業は29歳以下がやや多いように

もみえますが、全体として年齢で顕著な特徴はあり

ませんでした。

続いて性別です（スライド16）。自己雇用企業は

女性の割合がやや高いですが、これは開業する業種

の選択によるものです。成長パターンごとにみて、

女性だから、男性だからといった特徴はそれほど大

きくはなさそうです。
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次に、斯
しぎょう

業経験です（スライド17）。斯業とは、

現在の事業に関連する仕事という意味で使用してい

ます。全体の89.3％が、事業と関連した仕事を経験

しています。若干、自己雇用企業に経験なしが多い

ような印象ですが、大きな差はありませんでした。

一方、管理職経験はかなり明確な差が表れていま

す。全体では、経験のある人が47.2％と半分くらい

です。一方、自己雇用企業は35.8％と、比較的管理

職経験が少ないようです。これが急成長企業になる

と、経験のある割合が73.2％と、特に高くなってい

ます。つまり、管理職、いわゆる組織マネジメントの

経験が、企業の規模を大きくしていく過程において、

特に役に立っているのではないかと推測されます。

業　種

スライド18は、業種と成長パターンです。例えば、

IT産業はどんどん成長しているのではないかとよ

くいわれています。確かにこのデータでみても「情

報通信業」は急成長企業の割合が14.3％と最も高く

なっており、次に「事業所向けサービス業」（6.8％）、

「医療・福祉」（5.7％）と続いています。

ただ、ここで注目したいのは、ほとんどの業種で

急成長企業が存在していることです。

そのほかの成長パターンをみると、「運輸業」は

自己雇用企業の割合が61.1％と非常に高い業種で

す。個人タクシーや軽貨物運送など、 1人で事業を

営んでいるケースが非常に多いためです。

もう 1つ特徴的なのが「飲食店・宿泊業」で、縮

小企業、現状維持企業のウエートがほかの業種より

高くなっています。実は、廃業率が最も高いのも

「飲食店・宿泊業」です。直感的にも、非常に競争

が激しい業種であるといえると思います。ただ、「飲

食店・宿泊業」のなかにも急成長している企業は存

在しています。

次に、マクロデータでみた業種ごとの従業者数増

加割合と、急成長企業割合を比較してみましょう

（スライド19）。従業者数増加割合を横軸に、急成長

企業の出現割合を縦軸に取っています。

例えば、「医療・福祉」をみると、働いている人

がどんどん増えており、急成長企業の割合も高めで

す。一方、「情報通信業」はマクロデータでみると、

従業者数が増えている業界ではありません。ほかに

も「製造業」など、従業者数がマイナスとなってい

る業種でも、急成長企業は存在しています。急成長

企業の存在と業種はそれほど関係がないのかもしれ

ないと感じられます。

事業内容の新しさ

では、どのような要素が違いを生んでいるので

しょうか。アンケートの事業内容の新しさについて

の質問でみてみます（スライド20）。若干ではあり

ますが、急成長企業では、事業内容の新しさが「大

いにある」「多少ある」の割合が高いようです。た

だし、次に高いのは縮小企業です。つまり、事業内

容の新しさに関しては、それがマーケットに受け入

れられるかどうかによって、結果が大きく変わって

くる可能性があるということです。

事業内容の質による差別化

スライド21は、事業内容の質に関するデータで

す。差別化の観点から考えてみましょう。同業他社

と比べて、最も優れているものは何かという問いに
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対し、「品質の高さ」と「対応の速さ」を挙げる割

合が全体として高いなか、急成長企業では「対応の

速さ」が40.0％と特に高くなっています。

もう 1つの特徴は、急成長企業では「価格の安さ」

の割合が2.5％と非常に低いことです。全体でみて

も少数派ですが、特に低いことがわかります。価格

以外の優位性、あるいは対応の速さが、成長には重

要であることを示しているのだと思われます。

経営のパフォーマンス

成長パターンごとに経営のパフォーマンスは異な

るのでしょうか。まず、業況のデータからみていき

ましょう（スライド22）。業況が「良い」企業の割

合は、やはり急成長企業で非常に高いという結果で

した。成長企業もまずまずで、ほかの 3つに比べて

も良いようです。

次に、採算の推移を「黒字基調」企業の割合でみ

ると、まず急成長企業は2011年末から69.0％が黒字

で、2015年末では80.4％が黒字です（スライド23）。

自己雇用企業、現状維持企業、成長企業は、2011年

末では40％台から50％台ですが、年を追うごとに高

くなっています。2015年末では80％前後となってお

り、急成長企業と遜色がないといえるでしょう。

残念ながら、縮小企業は若干下がりますが、それ

でも最終的には67.3％と、一般的な企業と比べた水

準で考えるとそれほど悪くありません。

このように、もちろん急成長企業は素晴らしいの

ですが、規模が拡大していない企業であっても、事

業はまずまずうまくいっているといってよいのでは

ないかと思います。

経営者の満足度

続いて、こうした状況を経営者はどうとらえてい

るのかについてみていきます。スライド24は、経営

者の満足度です。

急成長企業の経営者は、それぞれの満足度指標に

ついて、満足している割合が非常に高くなっていま

す。分析を行う前は、急成長企業の経営者は私生活

を無視し、ワークライフバランスは考えていないの

ではないかと思っていたのですが、充実した仕事と

充実した私生活を両立させているウエートが非常に

高いことがわかりました。

一方、自己雇用企業も悪くありません。急成長

企業ほどではありませんが、それなりの数字を保っ

ています。成長しなかったために結果として自己雇

用になったというよりも、もともと家族だけ、自分

だけで事業を営む働き方を選んでいる人が多いこと

を、示唆しているデータではないかと考えられます。

金融機関借入

参考までに、成長パターンごとの金融機関からの

借入をみてみましょう（スライド25）。

縮小企業、現状維持企業は、開業時と 5年後を比

べると借入を減らしていますが、そのほかのカテゴ

リーでは借入が増えています。とりわけ急成長企業

は、借入を大きく増やしています。

日本公庫と民間金融機関の関係をみると、急成長

企業は公庫からの借入が若干増えていますが、ほか

のカテゴリーはすべて公庫の借入は減っています。

代わりに民間金融機関が増えており、特に急成長企

業では民間金融機関が大幅に融資を増やしているこ

とがわかります。

この調査のサンプルは当公庫が最初に新規開業融

資を行った企業です。その資金が民間金融機関融資

の呼び水になっていることが、おわかりいただける

と思います。

共通する経営課題

経営課題をみると、「商品・サービス関連」のう

ち、「顧客開拓・マーケティングがうまくいかない」

が、各カテゴリーに共通する課題といえそうです

（スライド26）。ただし、急成長企業だけは、かなり
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の割合がこれらの課題を克服しているようです。

次の「経費・事務関連」「人材関連」も、各カテ

ゴリー共通の課題です。特に「人材関連」は、成長

企業、急成長企業で大きな課題となっています。

最後に資金関連ですが、これは先ほど紹介したと

おり資金調達ができていたためか、比較的低い数値

になっています。

課題克服のための情報収集と外部支援

では、こうした課題を克服するために、各企業は

どのような行動をしているのでしょうか。

スライド27は、情報収集の度合いを「開業前と

2011年」と「2015年」のそれぞれについて、数値化

したものです。

開業前と2011年では、いずれのカテゴリーの企業

も一定の情報収集をしており、それほど違いはあり

ません。これが2015年になると、急成長企業でやや

種類が多くなっていることがわかります。

次に、外部からの支援をどういった形で受けてい

るのかについて、みていきましょう。

まず開業前は、いずれのカテゴリーの企業も非常

に多くの支援を受けています（スライド28）。特に

「資金調達」「法律や会計の知識の習得」のウエート

が高くなっています。

ところが2015年になると、急成長企業は比較的支

援を受けているケースが多いのですが、それ以外は

割合を下げています。つまり、急成長企業とそれ以

外で比較すると、急成長企業は積極的に外部からの

支援を受けているのです。これが急成長の 1つの要

因になっているのではないかと思われます。

外部支援を受けられなかった企業の存在

ここで注意しなくてはならないのは、支援を受け

たかったにもかかわらず受けられなかった企業が存

在することです（スライド29・30）。いずれのカテ

ゴリーでも、それぞれの項目について、支援を「受

けたかったが受けられなかった」という企業がいま

す。支援体制に足りないものがあったことがうかが

えます。

企業の成長と支援の延べ回数の関連性

次に、支援者についてみてみましょう。スライド

31は、支援者と支援の延べ回数を示したものです。

開業前は、どのカテゴリーもほぼ同じ数字になっ

ています。内訳をみると、知人・親戚や専門家など、

さまざまな支援者から支援を受けています。

2015年では、急成長企業、あるいは成長企業は、

引き続き支援を受けている回数が多くなっていま

す。一方、それ以外の企業は支援回数が減っている

ようです。

なお、資金調達に関する支援だけでみると、金融

機関のウエートが非常に高いことがわかります（ス

ライド32）。

成長パターンと経営者の性格

以上でパネル調査の分析は終わりですが、急成長

企業の特徴にどのようなものが考えられるだろうか

という観点から、もう 1つデータを紹介します。

スライド33で示しているのは、心理学の研究で使

われている手法による、人の行動様式に関係する、

性格に関する5つの尺度です。当研究所が2018年 7月

に実施した「2018年度新規開業実態調査」の特別
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調査のデータです。パネルデータではないため、5年

後に目標とする成長パターンをもとに調べました。

すると、カテゴリーによって若干の違いがみられる

ことがわかりました。

まず、「外向性」と「開放性」に注目してください。

急成長企業、成長企業で割合が高くなっています。

一方で、「神経症傾向」は、急成長企業が最も低く

なっています。これは、急成長企業の経営者はやや

楽観的であることを示していると考えられます。

なお、「協調性」と「勤勉性」は各カテゴリーでそ

れほど差がないという結果になっています。

さらに、赤色の系列をご覧ください。別の研究か

ら一般成人のデータを引用しました。この違いか

ら、経営者がどういう性格の持ち主なのかという傾

向がみえてきます。

まず「外向性」「勤勉性」「開放性」については、

一般成人よりも経営者の数値が高いことがわかりま

す。ところが、「協調性」については、経営者は非

常に低いという興味深い結果になりました。

協調性が低いというと、ネガティブな意味にとら

えられがちかもしれませんが、ポジティブに考えれ

ば、自分の信念をもっているということだと思いま

す。自分の意思が強く、他人の言葉に惑わされない

という、経営者がもつ独特のポリシーのようなも

のがデータにも表れているのではないでしょうか。

まとめ

最後に、今回の分析結果をまとめます。

まず、急成長企業の割合は全体ではわずかです

が、雇用創出への貢献度が非常に高いということが

わかりました（スライド34）。一方、自己雇用企業

も、企業数全体のおよそ 3割を占めており、数は少

なくありません。企業の成長は雇用創出の観点で重

要ですが、成長パターンは各企業でそれぞれ異なっ

ている部分があり、急成長企業だけが求められてい

るわけではないということです。

次に、従業者数が増えていない業種にも急成長企

業は存在しており、事業内容の新しさ、あるいは価

格以外の優位性という部分が、どうやら企業の成長

と密接に関係しているのではないかということです

（スライド35）。急成長企業が、マーケットのニーズ

にマッチした新たな商品やサービスを提供してい

る、あるいは新たな市場を創造している。第 3部の

パネルディスカッションで登場するパネリストの企

業にも当てはまると思いますが、こうした特徴が示

唆される結果となりました。

それから、支援を受けたかったけれど受けられな

かった企業が、一定割合存在していることも注目ポ

イントです（スライド36）。成長パターンにかかわ

らず、実際には開業後も支援へのニーズが非常に多

く存在しています。そして、急成長企業は開業後も

さまざまな支援を受けている割合が高いこともわか

りました。開業後の継続的な支援が、企業の成長に

有効である可能性が高いことを物語っているのでは

ないでしょうか。

第 3部のパネルディスカッションでは、実際に急

成長した企業の経営者にお話をうかがうことで、さ

らに急成長企業への理解を深めていきたいと思いま

す。以上で、研究報告を終わります。



第 2部　研究報告
「成長パターンからみる新規開業企業の実態」

− 25 −

スライド 1

スライド 2

成長パターンからみる
新規開業企業の実態

2018年11月28日(水)
日本政策金融公庫総合研究所

研究主幹 深沼 光

第10回記念 日本公庫シンポジウム
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開業時 2011年末 2012年末 2013年末 2014年末 2015年末

（人）

開業後の企業の成長 （イメージ）

従
業
者
数

短期間で成長する
企業が存在

規模が小さいままの
企業も多い

資料：日本政策金融公庫総合研究所「新規開業パネル調査（第3コーホート）」

（注）「開業時」と「2015年末」の従業者数を回答した企業を集計。経営者が、2011年末時点で開業する直前の勤務先で「現在も働いている」と回答

した企業は集計除外。従業者数カテゴリー（「1人」「2～4人」「5～9人」、以降は5人刻み。105人以上は「100～104人に含む」）ごとの企業数

の分布をバブルの大きさで示した。ただし、n=1のカテゴリーは記載を省略。
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スライド 3

スライド 4

企業成長の概念図

経過年数

規 模

廃 業

創 業

成 長

上 場

現状維持

縮 小

（注）あくまで概念図であり、実際には企業ごとに複雑な動きをする。

問題意識

 新規開業企業のなかに急成長企業が存在

 規模が小さいままの企業も多い

 企業の成長パターンごとに特性は異なる
成長パターンの構成比は

経営者や企業の属性は

経営課題や求められる支援は
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スライド 5

スライド 6

本発表で分析するサンプル

 日本政策金融公庫総合研究所「新規開業パネ
ル調査 (第3コーホート) 」を分析。

 日本政策金融公庫国民生活事業から融資を受
けて2011年に開業した企業を5年間追跡。

（注）1   「開業時」と「2015年末」の従業者数を両方とも回答した企業を

集計。

2  経営者が、2011年末時点で開業する直前の勤務先で「現在も

働いている」と回答した企業は除外（子会社・兼業などを排除）。

3  これまでに同調査をもとに公表された報告書・論文等とは、集

計対象が異なるため、数値もやや異なる（データの傾向には

大きな違いはない）。

用語の定義

 自己雇用(Self-Employed)

自ら働く場を創出するという働き方

本発表の「自己雇用企業」

「経営者本人」と「家族従業員」のみで稼働している

（家族以外の従業員がいない）企業と定義。
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スライド 7

スライド 8

資料:日本政策金融公庫総合研究所「新規開業パネル調査（第３コーホート）」（以下、断りのない限り同じ）

（注）1　経営者が、2011年末時点で開業する直前の勤務先で「現在も働いている」と回答した企業は集計除外。「開業時」と「2015年末」の

　　　　　従業者数を両方とも回答した企業を集計。「非正社員」は「パート・アルバイト・契約社員」「派遣社員」の合計。以下同じ。

       2　日本政策金融公庫総合研究所編集 深沼光・藤田一郎 著『躍動する新規開業企業－パネルデータでみる時系列変化－』勁草書房

　　　　　(2018年7月)掲載の類似する図表とデータの傾向は同じであるが、集計対象が異なるため数値がやや異なる。類似するものが掲載

　　　　　されている図表については、以下同じ。　　　　
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（単位：人）
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（6.7）
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（5.1）

（4.2）

（6.8）
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（n=906）

（n=988）

（n=1,264）

常勤役員・正社員

従業者数の推移

従業者数の推移

（注） 「50人以上」の割合は、「開業時」が0.1％、「2011年末」が0.2％、「2012年末」が0.4％、「2013年末」が1.1％、「2014年末」が1.1％、「2015年末」が1.4％であった。
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スライド 9

スライド10

従業者数の増減 (開業時⇒2015年末)

（注）従業者数カテゴリーは「2015年末」のもの。増減は「開業時」と「2015年末」の比較。
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57.8 

11.9 

全 体

30人以上

20～29人
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自己雇用

減 少 不 変 増 加

（単位：％）

（n=1,268)

（n=463)

（n=45)

（n=144)

（n=267)

（n=315)

（n=34)

成長パターンの定義

減　少 不　変 増　加

自己雇用

2～29人 ④成長企業

30人以上 ⑤急成長企業

従業者数
（2015年末）

従業者数増減
（開業時⇒2015年末）

②縮小企業

①自己雇用企業

③現状維持
企業
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スライド11

スライド12

成長パターンの定義

①自己雇用企業

2015年末に自己雇用の企業

（従業者数が減少した企業は除く）

②縮小企業

従業者数が減少した企業

③現状維持企業

従業者数が変化していない企業

(自己雇用企業は除く)

成長パターンの定義

④成長企業

従業者数が増加した企業

(2015年末に従業者数29人以下。自己雇用企業は除く)

⑤急成長企業

従業者数が増加した企業

(2015年末に従業者数30人以上)

（注）従業者数の増減は開業時と2015年末の比較。
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スライド13

スライド14

成長パターン別従業者数
①

自己雇用
企業

②
縮小企業

③
現状維持

企業

④
成長企業

⑤
急成長
企業

全　体

開業時 1.3 6.1 4.2 3.4 10.2 3.4

2015年末 1.5 4.2 4.2 8.0 57.4 6.8

開業時 12.0 22.0 11.4 44.3 10.2 100.0

2015年末 6.7 7.6 5.7 51.3 28.7 100.0

1.4 Δ6.8 0.0 58.2 47.1 100.0

398 156 117 554 43 1,268

31.4 12.3 9.2 43.7 3.4 100.0

平均従業者数（人）

従業者数に占める
割合（％）

従業者数増加への寄与度（％）

ｎ

企業数割合（％）

成長パターン別従業者数

（注）①自己雇用企業の「常勤役員・正社員」「非正社員」は、「開業時」は両方とも四捨五入により0.0人。「2015年末」は、定義により存在しない。
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(6.1)
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(57.4)

(平均従業者数)

(10.2)

（単位：人）

（n=398）

（n=43）

（n=554）

（n=117）

（n=156）

常勤役員・正社員 非正社員経営者本人と家族従業員
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スライド15

スライド16

成長パターンと開業時の年齢

7.5

4.7

7.0

7.7

4.5

9.5

42.6

39.5

46.6

35.9

35.9

42.0

29.9

30.2

30.5

32.5

30.1

28.1

14.4

18.6

12.5

17.1

19.9

13.8

5.6

7.0

3.4

6.8

9.6

6.5

全 体

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業

②縮小企業

①自己雇用企業

29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

（単位：％）

（n=43)

（n=554)

（n=117)

（n=398)

（n=156)

（n=1,268)

成長パターンと性別

82.7

86.0

85.9

86.3

82.1

77.1

17.3

14.0

14.1

13.7

17.9

22.9

全 体

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業

②縮小企業

①自己雇用企業

男 性 女 性

（単位：％）

（n=43)

（n=554)

（n=117)

（n=398)

（n=156)

（n=1,268)
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スライド17

スライド18

斯業経験と管理職経験

斯業経験 管理職経験

89.3 

90.5 

90.8 

92.0 

87.6 

87.0 

10.7 

9.5 

9.2 

8.0 

12.4 

13.0 

全 体

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業

②縮小企業

①自己雇用企業

経験あり 経験なし

（単位：％）

（n=42)

（n=546)

（n=112)

（n=391)

（n=153)

（n=1,244)

47.2 

73.2 

51.3 

45.4 

54.6 

35.8 

52.8 

26.8 

48.7 

54.6 

45.4 

64.2 

全 体

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業

②縮小企業

①自己雇用企業

経験あり 経験なし
（単位：％）

（n=41)

（n=519)

（n=108)

（n=355)

（n=141)

（n=1,164)

37.5

57.5

35.8

48.1

21.6

45.9

61.1

20.8

35.5

33.8

13.8

27.2

12.5

10.0

9.0

9.1

5.4

2.7

2.8

23.6

14.0

13.2

11.1

10.7

7.1

12.5

5.0

10.4

8.3

2.7

2.7

14.2

9.1

2.9

11.5

8.7

7.1

37.5

27.5

44.8

34.1

67.6

45.9

33.3

38.2

37.2

45.6

57.9

46.6

71.4

0.4

2.7

2.7

2.8

3.3

4.1

4.4

5.7

6.8

14.3

その他

不動産業

卸売業

個人向けサービス業

教育・学習支援業

製造業

運輸業

飲食店・宿泊業

小売業

建設業

医療・福祉

事業所向けサービス業

情報通信業

②縮小企業 ③現状維持企業 ④成長企業 ⑤急成長企業

（単位：％）

（n=14）

（n=103）

（n=261）

（n=68）

（n=121）

（n=212）

（n=36）

（n=37）

（n=37）

（n=264）

（n=67）

（n=40）

（n=8）
①自己雇用企業

業種と成長パターン
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スライド19

スライド20

資料：従業者数増加割合は総務省「経済センサス」。

（注） 2012年調査時点を基準とした2014年調査時点の増加割合。「運輸業」は「運輸業、郵便業」、「不動産業」は「不動産業、物品賃貸業」、

「事業所向けサービス業」は「学術研究、専門・技術サービス業」、「個人向けサービス業」は、「生活関連サービス業、娯楽業」のデータ

を採用した。

業種別従業者数増加割合と
急成長企業割合

0

5

10

15

△ 5 0 5 10 15 20

急成長

企業割合

従業者数増加割合 (2012年～2014年)

飲食店・宿泊業

事業所向け

サービス業
医療・福祉

小売業

教育・学習支援業

建設業

運輸業

卸売業
その他不動産業個人向け

サービス業

製造業

情報通信業

（％）

（％）

7.9

11.9

7.8

8.6

9.7

6.7

35.3

42.9

35.4

26.7

40.3

34.9

38.6

28.6

39.8

46.6

29.2

39.5

12.0

14.3

11.4

14.7

11.7

11.9

6.2

2.4

5.7

3.4

9.1

7.0

全 体

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業

②縮小企業

①自己雇用企業

大いにある 多少ある あまりない わからない

まったくない

（単位：％）

（n=387）

（n=1,227）

（n=42）

（n=528）

（n=116）

（n=154）

事業内容の新しさ (2015年末)
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スライド21

スライド22

46.7 

40.0 

52.8 

42.1 

46.4 

40.9 

9.0 

2.5 

8.1 

9.3 

10.9 

10.2 

20.8 

40.0 

19.0 

22.4 

19.6 

21.2 

10.6 

5.0 

10.3 

8.4 

13.8 

11.0 

12.8 

12.5 

9.9 

17.8 

9.4 

16.7 

全体

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業

②縮小企業

①自己雇用企業

品質の高さ 価格の安さ 対応の速さ その他 とくにない

（単位：％）

（n=372）

（n=1,153）

（n=40）

（n=496）

（n=107）

（n=138）

同業他社と比べて最も優れて
いるもの (2015年末)

42.2

49.2

47.3

47.2
50.9

50.3 49.1

48.0

47.1 47.9

51.3 52.2
50.0 51.7

55.9

61.0

66.8

74.8 73.0 73.5
76.2

80.0 80.6

91.4

82.9

0

20

40

60

80

100

2011年末 2012年末 2013年末 2014年末 2015年末

（％）

④成長企業

⑤急成長企業

③現状維持企業

①自己雇用企業

②縮小企業

業況が「良い」企業の割合

（注）同業他社と比べた業況が「かなり良い」または「やや良い」と回答した企業の合計。それぞれの年末に回答した企業を集計。

回答数（n）は毎年異なり煩雑となるため、記載は省略。
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スライド23

スライド24

44.4

61.5

71.1
74.6

78.8

44.9

60.7

66.0
62.6

67.3

51.8

64.3 70.4
71.6

80.4

53.9

77.3

84.9 83.7

80.4

69.0

91.7

82.9

94.1

80.0

0

20

40

60

80

100

2011年末 2012年末 2013年末 2014年末 2015年末

（％）

⑤急成長企業

④成長企業

②縮小企業

③現状維持企業

①自己雇用企業

「黒字基調」企業の割合

（注）それぞれの年末に回答した企業を集計。回答数（n）は毎年異なり煩雑となるため、記載は省略。

満足度 (2015年末)

（注）「大いに満足」「やや満足」の合計。それぞれの項目に回答した企業を集計。回答数（n）は毎年異なり煩雑となるため、記載は省略。

16.2

78.8

47.5

39.2

64.3

16.7

69.7

39.1

32.7

47.4

20.9

77.4

40.9

32.5

59.3

29.3

83.6

46.2

36.2

70.6

43.9

87.8

63.4

58.5

87.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

収 入

仕事のやりがい

私生活の充実

ワークライフバランス

総合的な開業の満足度

（％）

⑤急成長企業
④成長企業

③現状維持企業
②縮小企業

①自己雇用企業
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スライド25

スライド26

金融機関借入残高

1,274 

713 

593 

726 

463 

765 

457 

719 

274 

411 

4,169 

1,098 

819 

311 

345 

268 

292 

205 

243 

27 

98 

12 

83 

27 

14 

26 

17 

19 

14 

2 

(2015年末)

(開業時)

(2015年末)

(開業時)

(2015年末)

(開業時)

(2015年末)

(開業時)

(2015年末)

(開業時)

①自己雇用企業

②縮小企業

③現状維持企業

④成長企業

⑤急成長企業

日本政策金融公庫 地方自治体(制度融資)

民間金融機関

(439)

(531)

(943)

(765)

(1,059)

(823)

(1,064)

(1,494)

(5,541)

(合 計)

(1,823)

（単位：万円）

（n=398）

（n=43）

（n=554）

（n=117）

（n=156）

①
自己
雇用
企業

②
縮小
企業

③
現状
維持
企業

④
成長
企業

⑤
急成長
企業

①
自己
雇用
企業

②
縮小
企業

③
現状
維持
企業

④
成長
企業

⑤
急成長
企業

顧客開拓・マーケティングがうまくいかない 47.8 50.6 48.3 38.9 23.8 38.4 37.3 36.8 25.0 4.9

商品・サービスの開発がうまくいかない 8.4 7.8 9.5 5.4 4.8 10.1 7.2 11.4 5.5 4.9

生産管理・品質管理がうまくいかない 1.3 3.2 1.7 3.3 4.8 1.5 3.3 0.9 2.8 2.4

経費がかさんでいる 19.9 34.4 25.9 24.4 31.0 12.9 25.5 21.1 19.4 36.6

受注単価・販売単価が安い 21.5 16.9 18.1 19.6 28.6 16.0 17.0 25.4 15.0 17.1

原価（仕入・外注費）がかさんでいる 15.2 23.4 25.0 14.0 11.9 18.6 24.2 26.3 16.1 22.0

財務管理・経費処理がうまくできていない 16.3 13.0 10.3 10.0 4.8 3.9 7.2 4.4 6.2 0.0

必要な能力を持った従業員を採用できない 6.8 20.8 16.4 26.2 38.1 11.9 22.2 20.2 34.5 43.9

従業員の人数が不足している 6.6 15.6 15.5 24.0 31.0 11.9 29.4 21.1 38.0 53.7

従業員をうまく育成できていない 1.6 18.2 15.5 12.2 23.8 1.0 14.4 16.7 25.5 31.7

資金繰りが厳しい 21.3 24.0 16.4 19.2 14.3 15.5 24.8 14.0 12.8 7.3

金融機関からの借入が難しい 3.7 5.2 2.6 6.1 7.1 3.9 3.9 0.0 2.9 0.0

その他 5.0 5.8 2.6 3.3 0.0 3.6 3.9 4.4 1.5 0.0

とくに苦労はしていない 14.4 5.8 12.9 8.1 7.1 22.7 12.4 10.5 10.8 2.4

381 154 116 542 42 388 153 114 545 41

（注）  1  30％以上を濃い網掛け、20％台を薄い網掛け。

        2  経費は人件費・家賃・支払利息など

        3  「従業員の人数が不足している」は、2011年末は「従業員が量的に不足している」としている。

(単位：％)

経営課題

n

商品・サービス
関連

経費・事務
関連

2011年末 2015年末

人材関連

資金関連

その他

経営課題 (現在苦労している点)
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スライド27

スライド28

開業前と2011年 2015年

（注）「開業前と2011年」は、「創業や事業に関するセミナーや講演会」と「開業予定者や経営者が集まる交流会や会合」について、「開業前1年間」と

　　　「開業後2011年末まで」のそれぞれについて、受講または参加した種類数の累計（最大4種類）。「2015年」は、「事業に関するセミナーや講演会」と

　　　「経営者が集まる交流会や会合」について、「2015年中」に受講または参加した種類数の累計（最大2種類）。

47.9 

30.2 

43.5 

48.2 

55.3 

53.0 

33.4 

34.9 

35.9 

32.7 

30.7 

31.0 

18.7 

34.9 

20.6 

19.1 

14.0 

16.0 

全 体

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業

②縮小企業

①自己雇用企業

0種類 1種類 2種類

（単位：％）

（平均）

（0.6）

（1.0）

（0.7）

（0.8）

（0.7）

（0.6）

（n=387)

（n=150)

（n=110)

（n=543)

（n=43)

（n=1,233)

48.6 

48.8 

46.0 

53.3 

49.0 

50.8 

21.9 

26.8 

22.5 

20.6 

27.3 

18.7 

16.3 

9.8 

17.7 

15.0 

14.0 

16.3 

6.7 

9.8 

7.2 

3.7 

2.8 

8.0 

6.5 

4.9 

6.6 

7.5 

7.0 

6.1 

全 体

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業

②縮小企業

①自己雇用企業

0種類 1種類 2種類 3種類 4種類

（単位：％）

（平均）

（1.0）

（1.0）

（1.0）

（1.1）

（0.9）

（0.9）

（n=374)

（n=143)

（n=107)

（n=515)

（n=41)

（n=1,180)

情報収集

外部からの支援内容

支援内容
①

自己雇用
企業

②
縮小
企業

③
現状維持

企業

④
成長
企業

⑤
急成長
企業

①
自己雇用

企業

②
縮小
企業

③
現状維持

企業

④
成長
企業

⑤
急成長
企業

資金調達 75.7 71.1 76.4 77.1 80.0 19.3 19.8 26.0 31.9 66.7

法律や会計の知識の習得 55.9 59.3 63.2 63.3 74.3 33.6 37.4 44.2 54.4 79.2

総合的なマネジメント 64.6 64.4 74.5 62.7 71.4 18.9 19.8 32.5 28.3 41.7

従業員の確保 6.7 39.3 28.3 33.0 54.3 3.3 17.6 24.7 26.9 41.7

商品・サービスの企画や開発 47.5 42.2 40.6 43.9 48.6 31.1 30.8 45.5 34.3 37.5

必要な知識や技術、資格の習得 47.5 45.2 38.7 46.6 45.7 31.6 37.4 42.9 34.3 45.8

仕入先・外注先の確保 47.0 43.7 43.4 47.0 45.7 14.3 11.0 11.7 21.2 25.0

販売先・顧客の確保 41.7 45.2 48.1 44.3 42.9 25.8 22.0 40.3 26.4 58.3

市場、事業所立地の調査・検討 42.0 47.4 46.2 44.9 40.0 8.2 4.4 13.0 16.8 29.2

ｎ 345 135 106 485 35 244 91 77 364 24

（注）1　すべての支援内容について、支援の有無を回答した企業について集計。

　　　2　70％以上を濃い網掛け、50％以上70％未満を薄い網掛け。

　　　3　「必要な知識や技術、資格の習得」は「商品・サービスの提供に必要な知識や技術、資格の習得」の略。

      4  「総合的なマネジメント」は、開業前は「総合的な開業計画の策定」としている。

開業前 2015年

(単位：％)
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スライド29

スライド30

外部からの支援の有無

（注）回答数（n）はスライド27に同じ。

資金調達

法律や会計の知識の習得

79.2

74.3

54.4

63.3

44.2

63.2

37.4

59.3

33.6

55.9

4.2

14.3

4.9

14.6

11.7

13.2

12.1

21.5

6.1

19.4

16.7

11.4

40.7

22.1

44.2

23.6

50.5

19.3

60.2

24.6

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

受けた 受けたかったが受けられなかった 必要なかった
(単位：％)

①自己雇用

企業

②縮小企業

③現状維持

企業

④成長企業

⑤急成長企業

66.7

80.0

31.9

77.1

26.0

76.4

19.8

71.1

19.3

75.7

11.4

6.3

7.0

7.8

3.8

8.8

12.6

4.5

7.2

33.3

8.6

61.8

15.9

66.2

19.8

71.4

16.3

76.2

17.1

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

受けた 受けたかったが受けられなかった 必要なかった
(単位：％)

①自己雇用

企業

②縮小企業

③現状維持

企業

④成長企業

⑤急成長企業

外部からの支援の有無

（注）回答数（n）はスライド27に同じ。

従業員の確保

販売先・顧客の確保

58.3

42.9

26.4

44.3

40.3

48.1

22.0

45.2

25.8

41.7

8.3

17.1

8.5

15.1

13.0

8.5

13.2

15.6

6.1

15.4

33.3

40.0

65.1

40.6

46.8

43.4

64.8

39.3

68.0

42.9

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

受けた 受けたかったが受けられなかった 必要なかった
(単位：％)

①自己雇用

企業

②縮小企業

③現状維持

企業

④成長企業

⑤急成長企業

41.7

54.3

26.9

33.0

24.7

28.3

17.6

39.3

3.3

6.7

16.7

11.4

10.7

8.9

6.5

3.8

12.1

10.4

1.6

5.5

41.7

34.3

62.4

58.1

68.8

67.9

70.3

50.4

95.1

87.8

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

(2015年)

(開業前)

受けた 受けたかったが受けられなかった 必要なかった
(単位：％)

①自己雇用

企業

②縮小企業

③現状維持

企業

④成長企業

⑤急成長企業
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スライド31

スライド32

支援者 （のべ支援回数）
(単位：回)

①
自己雇用

企業

②
縮小
企業

③
現状維持

企業

④
成長
企業

⑤
急成長
企業

①
自己雇用

企業

②
縮小
企業

③
現状維持

企業

④
成長
企業

⑤
急成長
企業

知人・親族 0.8 1.0 0.8 0.9 1.1 0.3 0.4 0.2 0.3 0.3

専門家 (税理士・司法書士等) 0.3 0.7 0.8 0.7 1.0 0.3 0.3 0.6 0.8 1.3

取引先以外の経営者 0.8 0.5 0.8 0.7 0.9 0.4 0.4 0.7 0.4 1.0

取引先 0.6 0.4 0.4 0.6 0.8 0.4 0.3 0.6 0.7 0.2

地方自治体・公的機関 0.1 0.1 0.1 0.1 0.3 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1

商工会議所・商工会・組合 0.6 0.3 0.4 0.4 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 0.3

金融機関 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.4

元勤務先 0.5 0.6 0.7 0.5 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1

民間の創業支援機関 0.1 0.2 0.3 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.4

その他 0.2 0.4 0.3 0.3 0.4 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2

支援者無回答 0.1 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0

合　計 4.3 4.6 4.6 4.6 5.0 1.9 2.0 2.8 2.7 4.3

n 345 135 106 485 35 244 91 77 364 24

（注）1 支援者の有無を回答した企業について、支援内容9項目それぞれに対する支援者（単数回答）を累計して、のべ支援回答を計算。ただし、

　　　　 支援内容によって支援先が無回答の場合が一部ある。

　　　2　0.8回以上を濃い網掛け、0.4回～0.7回を薄い網掛け。「商工会議所・商工会」「同業者の組合」は「商工会議所・商工会・組合」、「同業種

　　　　　の経営者」「異業種の経営者」は「取引先以外の経営者」として集計した。以下同じ。

開業前 2015年

支援者 (資金調達)

(単位：％)

①
自己雇用

企業

②
縮小
企業

③
現状維持

企業

④
成長
企業

⑤
急成長
企業

①
自己雇用

企業

②
縮小
企業

③
現状維持

企業

④
成長
企業

⑤
急成長
企業

知人・親族 21.3 28.1 12.7 25.9 17.9 15.2 29.4 11.1 9.5 0.0

専門家 (税理士・司法書士等) 7.5 14.6 19.0 17.2 28.6 15.2 11.8 27.8 42.2 46.7

取引先以外の経営者 8.7 7.9 7.6 6.3 7.1 0.0 5.9 11.1 4.3 0.0

取引先 4.0 3.4 1.3 4.6 10.7 2.2 0.0 0.0 4.3 0.0

地方自治体・公的機関 5.9 2.2 6.3 6.3 3.6 13.0 11.8 5.6 0.9 0.0

商工会議所・商工会・組合 22.9 18.0 20.3 12.5 3.6 19.6 0.0 11.1 10.3 13.3

金融機関 22.5 14.6 11.4 18.0 25.0 30.4 29.4 33.3 27.6 33.3

元勤務先 3.6 3.4 6.3 3.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

民間の創業支援機関 1.6 3.4 10.1 3.5 3.6 2.2 5.9 0.0 0.0 6.7

その他 2.0 4.5 5.1 2.2 0.0 2.2 5.9 0.0 0.9 0.0

n 253 89 79 367 28 46 17 18 116 15

　（注）　支援先無回答の企業を除いた集計。20％以上を濃い網掛け、10％台を薄い網掛け。

開業前 2015年
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スライド33

スライド34

【参考】

性格特性尺度 (5年後に目標とする成長パターン別)

資料：日本政策金融公庫総合研究所「2018年度新規開業実態調査（特別調査）」
（注）1　「現在の従業者数」と「5年後の目標従業者数」をともに回答した企業を集計。ただし、開業する直前の勤務先から現在も「退職していない」場合と、開業する直前の職業が
　　　　　「自営業主」で「事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている」場合は除外。
　　　2　成長パターンは「現在の従業者数」と「5年後の目標従業者数」をもとに分類。
　　　3　性格特性尺度は小塩、阿部、カトローニ（2012）で提示されたTIPI-Jに従い構成。各特性について最低2、最高14の点数が割り当てられる。
　　　4　一般成人は川本、小塩、阿部、坪田、平島、伊藤、谷（2015）より引用。23歳から79歳までの男女4,588人を対象。

9.0 
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5.6 

9.3 

9.2 

8.6 

8.4 

6.0 

9.7 

9.0 

7.4 

8.7 

5.4 

9.1 

9.6 

7.2 

8.8 

5.5 

9.7 

10.2 

6.6 

8.8 

5.3 

10.3 

7.8

8.0

8.1

10.0

8.1

0 2 4 6 8 10 12

開放性

神経症傾向

勤勉性

協調性

外向性

①自己雇用企業

一般成人

⑤急成長企業

④成長企業

③現状維持企業
②縮小企業

(n=4,588)

(n=107)

(n=1,160)

(n=117)
(n=50)

(点)

(n=255)

まとめ

 急成長企業の割合はわずかだが雇用創出の
貢献度は高い。

 自己雇用企業のままでいる割合も全体の３割
と少なくない。

 企業の成長は雇用創出の観点で重要。

 成長パターンは各企業それぞれであり、急成
長企業だけが求められるわけではない。
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スライド35

スライド36

まとめ

 従業者数が増えていない業界にも急成長企業
は存在する。

 事業内容の新しさ、価格以外の優位性が成長
と関係している。

 急成長企業は市場ニーズにマッチした新たな
商品・サービスを提供している。あるいは、新
たな市場を創造している。

まとめ

 支援を受けたかったが受けられなかった企業が
一定割合確認できる。

 急成長企業は開業後もさまざまな外部からの支
援を受けている割合が高い。

 成長パターンに関わらず開業後の支援への
ニーズが存在。

 開業後の継続的な支援が企業の成長に有効で
ある可能性。
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スライド37

参考資料

日本政策金融公庫 編集

深沼光・藤田一郎 著

躍動する新規開業企業
－パネルデータでみる時系列変化－

勁草書房(2018年7月)
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パネルディスカッション

「企業の成長メカニズム」

パネリスト　株式会社アルファポリス　　　代表取締役社長　梶本 雄介 氏
株式会社ブレインパッド　　　代表取締役会長　草野 隆史 氏
株式会社バリューデザイン　　代表取締役社長　尾上　 徹 氏

コーディネーター（司会）　日本政策金融公庫総合研究所　研究主幹　　　　深沼　 光 　

司会　第 3部では「企業の成長メカニズム」をテー

マに、創業から上場までの企業の成長過程におい

て、経営課題がどのように変化していったのか、そ

の課題をどのように克服してきたのかという視点か

ら議論を進めていきます。パネリストは、2000年以

降に創業した後に公庫をご利用いただき、上場を果た

した急成長企業の経営者の皆さんにお願いしました。

ヒット市場をつくりあげることができる強み

司会　最初に、各社の事業についてご紹介をいただ

きます。現在のビジネスの内容、マーケットにおけ

る優位性、創業から現在にかけて事業を拡大してき

た経緯についてご説明ください。

最初に、株式会社アルファポリスの梶本雄介社

長、よろしくお願いいたします。

梶本　アルファポリスの梶本です。当社の設立は

2000年です（スライド 2）。わたしは新卒で広告会社

に入って 7年間勤務し、30歳のときに創業しました。

当社は、インターネット上で公開されている小説

や漫画といったコンテンツを集め、そのなかの人気

作を書籍として出版するという事業を行っています

（スライド 3）。作品を当社のサイトに無料で投稿し

てもらい、読者にも無料で読んでもらいます。その

なかから、書籍化したら売れそうな作品をピック

アップし、当社の編集部で編集を行ったうえで出版

するという流れです。

当社の沿革ですが、2000年に創業した後、幸運な

ことに2002年に当社で出版した小説が日本テレビ系

列でテレビドラマ化されました（スライド 4）。こ

こで礎を築いた形になります。それからもヒット作

品や、ドラマや映画として映像化される作品を次々

と出版し、成長してきました。

10年前の2008年度の売り上げは 1億7,000万円、

営業利益が1,600万円でした（スライド 5）。当時の

社員は 4人でしたので、非常に効率良く運営してい

ました。その後も順調に業績を伸ばし、2014年度に

東証マザーズに上場しました。しかし、その後の

深沼　光　研究主幹
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2016年度に 1度、減収減益となりました。エンター

テインメント企業として大きく成長していこうと、

ゲーム事業に進出したのですが、競争が極めて激し

く、思うようにいかなかったからです。現在、ゲーム

事業は関連会社に譲渡しています。2018年度の決算

は売上高48億円、営業利益12億円を計画しています。

社員数は、上場直前は30人ほどでした（スライド

6）。現在は、正社員が73人、わたしたち役員や派

遣社員、業務委託の方などを含めると約80人です。

続いて、インターネット上の人気作を出版すると

いう当社のビジネスモデルが、なぜ強みになり、

マーケットにおける優位性につながっているか、大

きく 2点に絞ってお話します。

第 1に、インターネット上でこんな小説や漫画が

読みたいという潮流を見極め、人気のコンテンツを

当社のサイトでいち早く出版している点です（スラ

イド 7）。昨今の流行は、ユーチューバーなどに代

表されるように、まずはインターネットで発生して

くるからです。

ここで非常に重要なのは、ネットで人気のある 1

つの作品を出版して「売れてよかったね」という話

で終わらないことです。インターネット上で人気と

なる作品は、かなりの割合でトレンドを形成するの

です。これまでの出版市場にはなかったような傾向

の作品が、ネット上ではたくさん現れます。こうし

た作品を安定的かつ多点数書籍化していることが、

当社の強みです。

第 2に、すでにネット上で人気になっているため

に、市場のモニタリングが済んでいる状態となる点

です。実際は、ネットでのファンが書籍も購入する

比率は全体の約 5％にすぎません。書店で買ってく

れる人のほとんどは、新規のファンなのです。です

が、これは売れるだろうというリサーチが済んでい

るので、当社は作品のヒット率が非常に高いという

特徴があります。

市場のトレンドを形成する、ヒット率が高いとい

う点でわかりやすい例としては、日本人が主役の恋

愛ロマンス小説の市場をつくったことが挙げられま

す（スライド 8）。10年前までは、ロマンス小説と

いえば、カナダのハーレクイン社のような海外の小

説を翻訳したものしかありませんでした。ところ

が、洋楽より邦楽を、洋画より邦画をという流れが

出てくるのと同じように、外国人の恋愛ロマンスよ

りも日本人の恋愛ロマンスが読みたいというニーズ

が高まってきます。書店にこうした作品はないた

め、ネットでたくさんの作品が登場し、多くの人に

読まれるようになりました。なかには人気作も誕生

します。当社はそれらを「エタニティブックス」と

名付け、レーベル化しました。これまでなかった和

製の恋愛ロマンス市場をつくったのです。ネット上

の人気作を 1点ずつ出版するのではなく、こうした

トレンドをつかみ、大きく一固まりにしてヒット市

場をつくりあげられるのが、当社の強みなのです。

司会　ネット作品のリアルでの出版という非常にユ

ニークなビジネスモデルで、多くのファンをつかん

でいることがよくわかりました。

データ活用のマーケットにおける先駆者

司会　続いて、株式会社ブレインパッドの草野隆史

会長、よろしくお願いいたします。

草野　ブレインパッドの草野です。当社は2004年 3月

株式会社アルファポリス　代表取締役社長　梶本 雄介 氏
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に設立しました（スライド10）。2019年 3 月で15周

年を迎えます。社員数は、今年の2018年 6 月末時点

で263人でした。

どんな事業を行っているのかというと、まずは

ビッグデータの活用サービスです（スライド11）。

創業時にもビッグデータや人工知能という言葉はあ

りましたが、現在のようなニュアンスでは使われて

いませんでした。「大量のデータから価値があるも

のを見つけ出す」という意味のデータマイニングと

いう言葉があり、当社はデータマイニングの専業企

業とのうたい文句でスタートしました。

現在の事業はかなり多種多様にわたっています。

具体的には、まず、データに基づいてマーケティン

グ業務や顧客との関係性の改善を支援しています。

また、機械学習、いわゆるAI を使って業務の改革

や高度化を行いたいという相談を受け、それらシス

テムの開発や運用もしています。ほかにも、ビッグ

データを蓄積する環境構築を行う SI（システム

インテグレーション）のような仕事や、そのために必

要なソフトウェアの販売も行います。さらには、企

業の内部で分析を行いたいというクライアントに

は、人材育成のサポートもしています。

このように、当社はデータを活用したいという企

業に対し、総合的にあらゆる支援を行う会社です。

データを預かって分析するという事業から始まりま

したが、顧客のニーズに応えているうちに、データ

活用に関する「何でも屋さん」になっていきました。

もう 1つの業務分野は、デジタルマーケティング

のサービスです（スライド12）。デジタル環境での

マーケティングは、ウェブやメールをはじめ、デー

タの取得方法が決まっています。この場合は、その

都度分析するよりも、プラットフォーム化したほう

が効果的です。当社では、自社開発の SaaS

（Software as a Service）によるプラットフォーム

を提供しています。企業が自社のデータを活用した

マーケティングを行うためのプラットフォームを提

供するこのビジネスは、プライベートDMP（Data 

Management Platform）というジャンルで浸透し

ています。このジャンルにおいて、当社は国内の

シェアナンバーワンです。ほかにも、データに関す

るあらゆるソフトなどを扱っています（スライド

13）。会社の規模のわりには、多様なビジネスを行っ

ていることが特徴です。

次に、当社のマーケットにおける優位性について

です。第 1に、創業以来、データ分析を長く行って

きているので、支援した企業が延べ800社を超えて

いるという実績があることです（スライド14）。

「データを活用して何かしたい」「最近、AI が流行っ

ているみたいだけれど、それで何かできないだろう

か」といった漠然とした相談にもきちんとお応えで

きる体制と経験をもっていることは、大きな強みだ

と自負しています。

第 2に、データの分析をする人材、データサイエン

ティストが80人以上いることです。これだけの人

数を、正社員として抱える企業はそれほどないと思

います。

第 3に、大量のデータを取り扱うためのインフラ

の構築、運用などを実現できるエンジニアリング力

です。自社開発のプロダクトがシェアナンバーワン

になったことがその証明です。データにまつわるノ

ウハウと人材、エンジニアリングの技術こそが当社

株式会社ブレインパッド　代表取締役会長　草野 隆史 氏
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の特徴です。

とはいえ、最初から何でもできたわけではありま

せん。何でもやらないと食べていけなかったため、

ニーズに応えようしているうちに、できるように

なったというのが正直なところです。お客さまの

データにまつわる課題に対し、できないものまで無

責任に「できる」とは言いません。ただ、できそう

だなと思うことは「やります」と引き受けてきまし

た。すると、できることがどんどん広がり、そのう

ちに漠然と「データで何かしたい」など、課題が明

確になる前の段階から相談を受け、何をしたらよい

かというコンセプトのデザインを行い、実際にテス

トとしての分析をし、必要ならシステム化する、運

用に落とすといったところまで手がけられるように

なっていきました。

コンサルティング企業が上流で行う業務から、サ

プライヤーや運用をサポートする会社が行うような

サービスまで、データに関する業務はすべてワンス

トップで担当できるのが当社です（スライド15）。

ここまでデータ活用に関して多岐にわたって業務を

担える企業はそれほど多くないと思います。

最後に、事業を拡大してきた経緯ですが、当社の

ビジネスは、データを受託して分析するところから

始まりました（スライド16）。しかし、プロジェク

トごとに業務を受託するだけでは、売り上げが安定

せず不安だったので、毎月売り上げが発生するよう

な、最近の言葉でいえばサブスクリプションモデル

（定額制）を、ビジネスの 1つの軸にしたいと考え

ました。そこで、自社開発のデジタルマーケティン

グのプラットフォームの提供を始めました。さら

に、データ分析の効果を感じていただいたお客さま

から、社内でデータ分析をしたいという要望が出て

くるようになり、分析を行う環境構築の仕事も請け

負うようになりました。このように、顧客の需要に

合わせて事業の範囲が徐々に広がり、業容も拡大し

ていきました。

売上高と従業員数は、創業以来、順調に増え続け

ています（スライド17）。2011年に東証マザーズに

上場し、2013年に東証一部に市場変更をしました。

従業員数は、創業時はわたしと、現在の社長である

佐藤の 2人でしたが、現在は263人になりました。

司会　「何でもやってきた」というお話がありまし

たが、創業以来、積極的にノウハウを蓄積したこと

が、データを活用して企業の経営課題の発見から解

決までの仕組みづくり、あるいは構築や運用まで一

貫して行えるという非常に大きな強みにつながった

ことがよくわかりました。

目指すはアジアナンバーワンの

プロセッシングカンパニー

司会　最後に、株式会社バリューデザインの尾上徹

社長、よろしくお願いいたします。

尾上　バリューデザインの尾上です。当社の事業内

容についてお話いたします。

まずわたしたちが目指すところは、アジアナン

バーワンのプロセッシングカンパニーです（スライ

ド19）。決済とマーケティングを融合させたサービ

スでは、国内である程度実績ができたので、次はア

ジアナンバーワンを狙っています。

当社は2006年 7 月に創業し、現在13期目になりま

す。従業員数は、スライドでは64人となっています

株式会社バリューデザイン　代表取締役社長　尾上　徹 氏
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が、最近大きく増員し、現在は70人を超えています

（スライド20）。そのうち、約20％は外国人で、国内

と海外の各拠点でビジネスを展開しています。2016年

に東証マザーズに上場しました。

当社のビジネスは大きく 2つあります。ハウスプ

リペイドカードとブランドプリペイドカードの発行

です。

ハウスプリペイドカードは、その店舗だけで使え

るカードです（スライド21、22）。提供したお客さ

まの業種は飲食店、スーパー、ドラッグストア、物

販、サービス業など多岐にわたっています。この

サービスは、2012年くらいから急激に伸びています。

もともとは米国で2000年頃から急拡大していたもの

を、当社では若干日本流にアレンジしたうえで、国

内とアジアで展開しています。

一方のブランドプリペイドカードは、VISAのマー

クがついており、すべてのVISA 加盟店で使える

ものです。クレジットカードのネットワークを使っ

て、プリペイドしたお金を移動するサービスです。

ここでは、当社の成長のきっかけとなったハウス

プリペイドカードの事業を中心に説明します。この

事業の重要な点は、決済のツールとしてではなく、

各社の商品という位置づけで発行いただいているこ

とです。

ハンバーガーショップを例に挙げましょう。通常

は、来店した方が300円のハンバーガーを 1個購入

すると、商品を渡して取引が終わってしまいます。

ところが、1,000円入金すると100円おまけがつくプ

リベイドカードを購入すると、300円のハンバーガー

を買いに 3回来店してもまだ200円残り、 4回目の

来店もしてもらいやすくなります。つまり、最初の

来店でカードを購入してもらえば、 4回分の囲い込

みができるマーケティングツールなのです。この

カードに、クレジットカードや電子マネー、 2次元

バーコードなどでチャージするという流れが出てき

ています。

当社がどのように売り上げをあげているかです

が、カードに入金された金額、そしてカードで支払

いした金額の一部を手数料でいただいています（ス

ライド23）。2018年 6 月期の取扱高は入金額ベース

で2,200億円でした。今期は3,000億円を超えていき

そうな状況です。累計発行額も 1兆円を超える見通

しであり、急激に取扱高が伸びてきています。

当社のサービスをお店に採用いただける理由は、

まずはカードに入金した方は高い確率で来店される

ため、顧客の囲い込みができることです（スライド

24）。それから、あまりここを目的にしてはいけな

いのですが、退蔵益といい、最後にカードを使用し

てから 3年から 5年といった期間、一定額を使わな

いと残高が失効して雑益が発生することです。さら

に、現金が先に入ってくるので、キャッシュフロー

が良くなります。この点は飲食チェーンを中心に非

常に喜んでいただいています。この 3つが大きな理

由です。

当社の立ち位置でもある、前払いでお得、販促・

囲い込みができる、使える場所が限定される、とい

うハウスプリペイドカードは、クレジットカードや

汎用電子マネーとは領域が違うため、競合しません

（スライド25）。むしろ、クレジットカードや電子マ

ネーと連携しながらマーケットが拡大しています。

当社のこれまでの歩みですが、当初はハウスプリ

ペイドカードに対する国内の認知度が低く、伸び悩ん

でいた時期がありました（スライド26）。それが

2012年から2014年あたりからスーパーマーケット、

ドラッグストアなどでのシェアが急激に高まりまし

た。それをきっかけに飲食業界の大手企業などにも

採用いただくようになり、一気に取扱高、そして売

り上げが増えています。

なぜ当社が、競合があるなか国内でシェアを最も

獲得したかについては、基調講演でも話があったよ

うに、やはり人脈でした。もともと、このビジネス

は米国でスタートしています。ですから、米国のナン
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バーワンの社長に何としても会いたいと思っていま

した。そのために、あらゆるルートを使ってアプ

ローチして、何とか会うことができました。そのと

きに、「マーケットが小さい段階からシェアを取っ

ておけば、マーケットが拡大したときにさらにシェ

アが大きくなる」とアドバイスをもらったのです。

そこで、わたしたちは 1店舗、5店舗、10店舗といっ

た小さな企業にも営業し、顧客として獲得していき

ました。すると、マーケットが大きくなるにつれ、

大企業も取引先として増えていきました。結果、当社

がシェアナンバーワンになれたのです（スライド27）。

最後に海外事業ですが、現在 7カ国でビジネスを

展開しています（スライド28）。タイ、マレーシア、

シンガポールといった東南アジアで、大きなチェーン

での採用が急激に増えています。さらに、2018年 7

月にインドの同業者をM&Aしました。売り上げ

の拡大よりも、このビジネスに10年間従事している

従業員の確保が重要な目的です。現在、こうした

海外事業がある程度回り始めている状況です。

司会　ありがとうございました。国内で急成長を遂

げただけではなく、これから積極的にアジアに進出

していこうとしているところが非常に印象に残りま

した。

現状に疑問をもちビジネスを考える重要性

司会　 3 社とも、これまで存在しなかったマーケッ

トで、ユニークかつ新しい製品やサービスを提供し

ています。一方で、こうしたビジネスモデルを市場

に受け入れてもらうには、非常に苦労も多かったの

ではないでしょうか。

そこで、そもそも新しい市場をどのように発見し

たのか、新しい市場で顧客に対し製品やサービスを

どのように認知させたのか、さらに成長を始める

きっかけになったのは何だったのか。この 3点につ

いてうかがっていきます。まず、梶本社長からお願

いします。

梶本　新しい市場の発見ですが、背景としてイン

ターネットが1996年から97年くらいに日本で普及し

たことが大きかったです。

それまで出版界では、例えば小説やエッセイ、漫

画をかく方は、なかなか発表する場がなく、大手の

出版社の賞を受賞して、それから初めて本屋に並ん

で読者に届く、といった状況でした。同じコンテン

ツ産業の音楽であれば、路上ライブをやり、ライブ

ハウスで演奏し、文化祭でみんなに聴いてもらっ

て、「あいつすごいぞ。あのバンドすごいぞ」と有

名になってレコード会社の目にとまる、というケー

スもあります。しかし、出版界の場合は、出版社の

賞の選考委員が既存の大作家先生のこともあり、

「今、本当に求められているものがなかなか市場に

出てこないな」という疑問がわたしのなかにありま

した。創業時、よく例えで「北島三郎先生が審査員

だったら宇多田ヒカルはデビューできなかった」と

話した覚えがあります。同じことが出版市場では

あったのです。わたしには「マーケティングが

ちょっとずれているな」という思いがありました。

ところが、インターネットの普及により、誰でも

自由に小説、漫画をネット上に発表でき、それが読

まれるようになりました。なかには、人気のあるプ

ロと遜色のない内容を書き、ファンがついている方

たちもいました。もうすでにファンに人気があるの

だから、ある程度市場とリンクしているはずです。

「これは新しいビジネスとして成り立つのではない

か」と考えたことが、この事業を始めるきっかけで

した。

市場に認知させた方法は、非常に泥臭いものでし

た。先ほどブレインパッドの草野会長は 2人とおっ

しゃいましたが、わたしは 1人だけで起業しまし

た。経験は一切ありません。ですから、独学でプロ

グラムをつくってサイトを開設し、編集も自分で行

い、書店に売り込みにいきました。当時は、現在ほ

ど出版不況ではなかったうえ、本は返品が可能で書
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店は不良在庫を抱える心配がないこともあり、書店

員さんも「割と面白いね。じゃあ注文するよ」とお

店に置いてくれたのです。そうやって地道に販路を

広げるうちにヒット作が生まれ、「ネットで人気が

ある」「投稿から出版できるサイトがある」と知名

度があがっていきました。そこからまた裾野が広が

り、良い作品が集まってくるようになりました。あ

まり面白みのない話かもしれませんが、基本的に泥

臭かったと思います。

次に成長を始めるきっかけですが、いろいろな

タームがあったなかで思い返してみると、やはり人

だったなと実感しています。

2005年度から2008年度までの 3年間、当社は年商

2億円弱で足踏みをしていました。そのようなな

か、先ほどお話したロマンス小説の作家から、「ネッ

トで女性に非常に人気のある作品を当社で出版した

い。でも、ほかの出版社にも誘われている」との話

が寄せられました。当時、社内の編集者 3人で話し

合ったのですが、ちょっと難しいだろうと断りまし

た。そうしたら、他社から出版されたその作品が大

ヒットしたのです。

このままではいけない、でもわたしには作品の良

さが全然わからない。ロマンス小説には、間違いな

く御曹司が登場します。「こうした感覚がわかる人

を入れないといけない」と危機感をもちました。

そこで、当社では、最初で最後となるのですが、

ハローワーク経由である女性を採用しました。慶應

義塾大学を卒業し、医療事務をしていて、でも出版

の夢を忘れられずにいた女性でした。彼女に「ネッ

トで人気のあるロマンス小説をまとめてきて」とお

願いしたところ、 1日でエクセルの表にまとめてき

たのです。それらを恐る恐る出版したら、出す本、

出す本ヒットしたのです。そこから当社の成長が始

まりました。しかも彼女がセレクトしたものは、ロ

マンス小説だけでなく、あらゆるジャンルでヒット

しました。彼女は現在、取締役 3人のうちの 1人で

あり、編集のトップです。そういう出会いというか、

人のおかげで成長しました。どこの会社でも同じか

もしれませんが、当社でもエポックメーキングなこ

とだったと感じています。

司会　ありがとうございました。続いて草野会長、

お願いいたします。

草野　市場の発見からお話すると、2003年ころから

起業のアイデアを考えていました。わたしは大学卒

業が1995年で、そのころから起業のまね事をしてい

たのですが、インターネットが立ち上がっていくの

を見て、「経営能力がなくてもマーケットがこれだ

け立ち上がると勝手に会社が伸びる。だから、起業

するなら勝手に伸びるマーケットがいいな」とそも

そも考えていました。

一方で、インターネットは非常に競争が激しいで

す。競争は嫌いなので、「非常に伸びるけれど、競

争がない領域はないかな」と虫のいいことも考えて

いました。

まだ具現化していない、でもこれから伸びるのは

確実、それでいてまだマーケットになっていないも

のは何だろうと悩むなか、前職時代の2000年、友人

と創業した会社でやっていたプロバイダー事業の環

境を振り返りました。

当時は、ちょうどナローバンドからブロードバン

ドに移行しつつある時代でした。ソフトバンクの孫

正義さんが2001年に Yahoo! BB を始め、ブロード
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バンドが普及を始めていました。接続する世帯が増

え、回線も太くなっていく状況です。携帯電話も

インターネットにつながるようになり、接続の形態も

多様化していました。

では、これが意味するものは何か。サーバーや

サービスを提供している企業には、ものすごい勢い

でアクセスがあり、イコール、それはデータがサー

バー側にたまるということです。「企業側にデータ

が集まる時代が始まっているな」という実感があり

ました。

そのデータを活用しないと、どういうことが起こ

るのか。これまでは店頭を見れば、お客さまの様子

や、購入客の属性などがわかりました。しかし、ビ

ジネスがネットで完結するようになると、顧客の周

りで何が起こっているかわからなくなり、企業の意

思決定の精度が落ちてしまいます。日本では、人口

減少、そして労働人口が減少することが確定してい

るなか、GDP維持のためにも生産性を上げなけれ

ばいけないという課題が出てくることは自明でし

た。全体の生産性を上げるためには、特にホワイト

カラーの生産性を上げなければいけません。です

が、意思決定の精度が落ちれば、生産性も低下する。

ならば、データを活用して生産性を上げようという活

動は、必ず需要が高まることがみえていたのです。

問題は、いつ需要が増えるのかがわからないこと

でしたが、いつかは増えるのだから先に始めようと

思いました。わたしにはデータ分析の経験がありま

せんでした。ただ、必ずマーケットが立ち上がると

の確信はあったので、そこに特化した事業をやろう

と、当社を2004年に創業しました。

サービスの認知は、比較的スムーズに進みまし

た。データ分析を行うと、今までわからなかったこ

とが明らかになります。それが顧客にとってどれく

らいの価値があるかはケース・バイ・ケースですが、

適切な価値を提供できる顧客を見つけてきちんと説

明できれば、導入されない理由はないのです。結果

や効果に見合う価格で提案できれば、依頼をいただ

けます。 1回目はお試しかもしれませんが、きちん

と効果を出して顧客にリターンがあれば、リピート

オーダーが取れます。だから、最初の営業さえしっ

かりすれば、やっていけるだろうという思いはあり

ました。実際、会社としても、基本的に従業員規模

が大きくなるにつれ、売上高も伸びていきました。

営業が不足するまでは、供給側の分析する人材の雇

用に応じて成長していけました。

当社では、アルファポリス社のように特定の社員

が入社して、というエポックメーキングな出来事は

あまりなく、ひたすら社員が増えれば売り上げが増

えていくという構造だったと思います。最初のクラ

イアントを見つけるまでは結構大変でしたが、それ

以降は実績がつき、「こういうことをやったら、こん

な結果を提供できました」と説明できるようになっ

たので、順調に顧客を獲得できるようになりました。

ポイントとすると、人を採用して教育したことで

す。似たような仕事をしている企業がほかにないの

で、受託した仕事は自分たちでやり切らなければい

けません。即戦力を採用しようとしても、こんな仕

事をやったことがある人も、当然世の中にはいま

せん。ですから、未経験者を採用して教育し、ある程

度組織をつくらないと仕事を引き受けられない状況

でした。そこでベンチャーキャピタルから資金提供

を受け、人を大量に採用して教育しました。その年
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だけは赤字になりましたが、先行投資だと割り切り

ました。それ以降は、ある程度の組織体制ができた

ので、新しい人を最初に育った人たちが教育しなが

ら、組織を大きくしていくというサイクルを回せる

ようになったと思います。

司会　ありがとうございました。最後に尾上社長、

お願いします。

尾上　まず新市場をどのように発見したかをお話し

ます。先ほどお話したように、米国でこのビジネス

が急拡大していたとき、わたしは前職のクレジット

カード会社の JCBで働いていました。当時 JCBで

は IC カードを使った決済の普及を図っていたので

すが、苦労していたのです。確かに加盟店は何万店

舗も国内外にあるのですが、ICカードを導入する

には店舗の端末ネットワークをすべて変えないとい

けなかったからです。磁気カードしか読めないとこ

ろに、ICカードも読めるようにするには、投資が

非常に膨らんでしまうのです。

すごく悩んでいたとき、たまたまあるイベントで

磁気カードが会場に落ちているのを見つけました。

「クレジットカードが落ちている」と思ったのです

が、実は磁気のネットワークを使ったプリペイド

カードだったのです。目からうろこというか、クレ

ジットカードの与信ビジネスではなく、事前に入金

されたカードをそのまま使う方法もあるのかと興味

が湧いたのです。

そこで、プリペイドカードのビジネスを調べたと

ころ、すでに米国で急成長していました。日本はど

ちらかというと、磁気カードではなく、ICカード

やNFC（近距離無線通信規格）を使った非接触の

方向に流れていたため、「これは自分でやるしかな

い」と思い、あるベンチャー企業に移って事業をス

タートさせました。しかし、ある事情でその会社で

の事業の継続が難しくなり、このビジネスを続ける

には新しい会社をつくるしかなかったのです。

次に、市場にどう認知させたかです。当社は、ま

ず米国と同じようにプレゼント用ギフトカードとし

て販売するというビジネスモデルで始めました。と

ころが、店側がカードの発行はしてくれるものの、

そのカードがなかなか売れないという状況が起きて

いたのです。毎月毎月キャッシュが減っていくな

か、思い切ってビジネスモデルを変えようと決めま

した。飲食チェーンなどを利用するときに、自分で

入金してインセンティブが付くようにし、自己利用

向けにターゲットを変えていったのです。すると、

顧客の囲い込みをしたい店舗が出始め、そこから利

用が増えていきました。

さらに成長力を強めるという点では、やはり当初

の株主の力が大きかったです。大手の商社や印刷会

社に若干出資をいただいたことで、そのルートでそ

れなりのクライアントを獲得できたのです。これが

成長のきっかけの 1つだと思います。

司会　ありがとうございました。三社三様ですの

で、まとめるのは難しいのですが、共通点がいくつ

かあったと思います。

まず、現状のシステムやマーケットに疑問をもち

ビジネスを考えていたこと、それから、ビジネスにす

るためにあらゆる方法で情報収集を行ったことです。

マーケットに展開するうえで地道な努力をされて

いるのと同時に、最初のビジネスモデルにこだわら

なかったことも共通点だと思います。例えば、アル

ファポリス社のように、それまでとは別のジャンル

の本やレーベルを考え出すといった点などです。

企業が成長していくための人材の構成

司会　次は、成長を支える人材に関して少し掘り下

げていきます。最初は経営者プラス何人かで会社を

始めますが、企業が大きくなってくると経営者をサ

ポートする幹部人材が必要になってきます。そこ

で、現在の経営陣やコアとなるメンバーをどのよう

に集めてきたのか、説明いただければと思います。

草野会長からお願いします。
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草野　現在、常勤の社内取締役が 5人います。代表

取締役は 2人、会長のわたしと社長です。この 2人

は創業メンバーで、残り 3人のうちの 1人も創業

メンバーです。創業時は 5人で始めたのですが、う

ち 3人が現在も役員として残っています。

この 3人は、どちらかといえば事業の企画や法人

営業に強い人間でした。創業時は、データ分析の潜

在的なニーズはあるけれども、マーケットとして顕

在化はまったくしていない状況でした。ですから、

大量のデータを所持している大企業にコネクション

があり、なかに入っていって「こういうことができ

たらいいと思いませんか」と説得できる人でないと

いけません。そのため、創業メンバーの 5人のうち

3人は法人営業ができる人材、残りの 2人は分析が

できるエンジニアでした。分析に関してものすごい

ノウハウがあるというわけではありませんでした

が、できる範囲でビジネスを取ってくればよいと割

り切っていたので、問題ありませんでした。ただ、

そのエンジニア 2人は家庭の事情などで退職してい

ます。

現在のほかの取締役は、CFO（最高財務責任者）

とデータ分析を統括する者が役員となっています。

上場の準備を始めた少し前からCFOは採用してい

ましたが、その最初のCFOから東証一部に上場し

たところで交代したいと申し出がありました。そこ

で、弁護士資格をもつ現在のCFOを迎え入れまし

た。当時は法務などにやや弱い部分もあったので、

経営陣として足りない機能を補充しながら体制を強

化しました。

それから、分析に詳しい人間が役員にいなかった

ため、分析事業が大きくなっていくなかで最終的に

仕事を束ね、うまく仕組み化できた社員を役員に

抜
ばってき

擢しました。もともと役員待遇で入社したわけで

はなく、現場のコンサルタントとして入ってきた人

が部長になり、本部長になり、役員になりました。

現在の取締役はこのような構成です。

司会　ありがとうございました。尾上社長はいかが

でしょうか。

尾上　当社は、創業時は 3人でスタートしました。

プリペイドカードのビジネスをするには、クレジッ

トカード会社出身者のノウハウが活きると考え、前

職時代の同僚を引っ張ってきました。現在残ってい

るのはわたしと常務の 2人で、現在の取締役は 5人

です。

わたしとその常務は、これが結果的によかったの

ですが、13年も一緒に仕事をしていて、 2人で飲み

に行ったことがまったくないのです。基調講演でも

あったように、ブレーキ役とアクセル役が互いに働

いていると思っていて、ある意味、良い関係なのだ

と思います。

会社が大きくなって、役員が増えてきたのです

が、あるときにつまずきました。当時、役員は 4人

でしたが、海外事業はわたししか見ていませんでし

た。ですから、海外展開をどこまでするかというと

き、ほかの取締役では「中国での投資をいくらにす

るか」などの判断ができないのです。わたしがすべ

てワンマンでやるわけにもいきませんので、国内外

でビジネスを行うのであれば、役員構成はそれぞれ

両方見られるだけの人数構成にしておかないと、会

社としての判断ができないと感じました。そのた

め、現在の 5人のうち、海外事業はわたしともう 1

人、システム担当が 1人、経営企画が 1人、管理部門

を担当しているのが 1人という体制で進めています。

司会　ありがとうございます。最後に梶本社長、お

願いします。

梶本　当社の経営陣は比較的シンプルです。2000年

の会社設立時は、妻と親族の 3人が役員でした。そ

の後、妻が勤め先を辞め、本格的に手伝ってくれる

ようなりました。なかなか優秀な妻で、もともと大

手メーカーで海外の車の営業をやっていました。

ですが、いざ上場しようという段階に入った際、

さすがにきちんと役員構成を考えないといけなくな
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りました。ほかの上場企業でも、夫婦で役員を務め

ている企業はありますが、投資家からの見え方や、

社内的にもあまり良くないと考え、妻には役員から

外れてもらい、総務部長としてしっかり仕事をして

もらうことにしました。そして、先ほどお話した女

性編集長を役員に引き上げました。さらに、主幹事

の証券会社から、とにかく管理本部長が重要だと言

われたので、上場を控えた約 2年前に募集し、その

なかで一番優秀そうな人を採用しました。その管理

本部長を含め、現在の役員は 3人です。

司会　ありがとうございました。各社とも創業当初

にメンバーを厳選していたことは、基調講演とも共

通するところであったと思います。もちろん、現在

のメンバーも厳選されたメンバーです。企業が成長

するなかで、海外部門、会計、システム、営業など、

既存の経営陣で不足する部分を、うまく内部登用や

スカウトによって補っているようです。

また、ブレーキ役という話が尾上社長からありま

した。基調講演にもあったメンター的な役割もこの

役員の方が果たしていることがわかりました。こう

したチームの構成によって、経営者が会社の経営全

体を見ることに集中できるようになり、企業のさら

なる成長を促しているのではないでしょうか。

企業規模が拡大するなかで発生するズレ

司会　次に、経営陣以外の人材について、うかがい

ます。

戦力となる従業員や中間管理職を採用、育成する

うえで、各社どのように対応したのでしょうか。尾

上社長からお願いいたします。

尾上　中間管理職層、マネジメント層といった部門

長クラスの採用については、現在でも最も苦労して

いるところです。以前は年収600万円から700万円く

らいの人材を採用していました。それが最近、管理

部門に役員クラスのメンバーを採用したことによっ

て、会社の雰囲気が変わってきました。

正直なところ、上場してから一気に離職率が上

がってしまったのです。事業は拡大するものの、離

職率が上がる。人を採用するにもコストがかかるの

で、かなり苦労していました。ところが、役員クラ

スの方になると、部門をまとめていく能力やノウハ

ウが非常に高いのです。その方が部門長になったこ

とで、会社全体にその雰囲気が伝わり、離職がピタ

リと止まりました。

また当社の場合、海外の人材確保にも苦労してい

ます。日本の大手企業、例えば株主の携帯電話会社

や商社などのネットワークを借りて、優秀な現地ス

タッフを採用しています。しかし、文化や考え方の

違いがあります。これをどう解決していくのかが当

社の大きな課題であり、これから挑戦しなければな

らないところだと思っています。

司会　ありがとうございました。続いて梶本社長、

お願いします。

梶本　部長クラスは非常に優秀です。屋台骨となっ

て実質会社を動かしているのは各部門の部長です。

部長には 2つのタイプがいます。 1つは、一般社

員として入社し、会社の成長とともに活躍をして部

長になった人です。「この人には部長になってもら

わないと困る」と、長い目で見ながら、自ら一歩一

歩成長し、管理職の道に乗るようにサポートしたこ

とで、しっかりした部長になりました。もう1つは、す

でに実力のある人を部長として採用したケースです。
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このように 2つのタイプの部長がいますが、まだ

小さな会社なので、組織が縦割りになることもなく

うまく連携できています。しかし、先ほどの尾上社

長のお話と同じように、人材には一番苦労していま

す。最大の課題は、部長の下の課長がなかなか育た

ないことです。どのようにすればよいのか、わたし

たちも議論するのですが、やはりたたきあげで自分

の力で部長になった人材と、上場してから会社に

入ってきた人材とでは、考え方にギャップがありま

す。上の側からみると歯がゆく感じ、下の側からみ

ると上の人のようにやるのはなかなか難しい、と

いったことです。そのギャップを、うまく埋めてい

かないといけないと感じています。

司会　ありがとうございます。アルファポリス社は

出版業ですので、社員の方に少し特殊な能力が求め

られる部分もあると思います。一般社員や中間管理

職の採用、育成に関しては、どのように取り組んで

いるのでしょうか。

梶本　作家にはいろいろなタイプがいます。ほかに

も、イラストレーターやデザイナーも関係してきま

す。映画などとは違って少人数ではありますが、あ

らゆる人が絡みながら、作品をつくっていくので

す。そのため、いろいろな経験をオンザジョブで学

び、上司や先輩が指導しながら育てていくしかない

のかなと思います。

特殊な能力という点でお話すると、名プレイヤー

が必ずしも名マネージャーではないのはどこの企業

でも同じだと思いますが、編集者は特にそのような

傾向が強いです。天才と呼ばれる、何をやらせても

うまい、ヒット作もよく出すような人材が、上に立

つと思いがなかなか部下に通じないということが、

ほかの職種よりも大きいです。その意味でも、課長

不足、あるいはマネージャー不足には苦労してい

ます。

司会　ありがとうございます。名選手が必ずしも名

監督ではないということですね。草野会長はいかが

でしょうか。

草野　当社も人材について一番苦労しており、現在

も育成には葛藤を続けています。ショックだったの

は、上場するまでほとんど社員が辞めなかったので

すが、上場を機に人が辞め始めたことです。

上場したときは、従業員は約80人でした。それか

ら、年40％くらいで成長していく目標を立てました

ので、同じくらい社員を増やす必要があり、一気に

100人を超えました。今から振り返ると反省すべき

点なのですが、当時のわたしは、上司はいらないと

思っていました。人に管理などされたくないだろう

と、中間管理職をあまりつくりませんでした。役員

は別として、その下はフラットな組織構造にしたの

です。結果、現場でのデータ分析などが好きな人間

が多いために、率先して中間管理職やまとめ役にな

ろうという人が出てこなかったのです。

そのような状況ですから、従業員が100人を超え

たのに、まとめ役はいません。さらに、ちょうど

ビッグデータブームのはしりの時期だったため、

「どこかにデータ分析ができる人はいないのか」「ブ

レインパッドにいるじゃないか」と、従業員が一斉

に引き抜きの対象になったのです。転職すると給与

が倍になる人もざらにいました。当社の給与が低

かったわけではなく、いきなりマーケットが拡大し

たため、適正な水準がわからないまま、各社がすご

い給与で人をスカウトするということが起こり、

「これは辞めたほうが得だ」という状況になってし

まったのです。

それから、当社はデータ分析の受託だけではな

く、 3つの事業を行っており、各事業それぞれで志

向する人材が別なのです。100人前後の組織に 3種

類の会社があるような状態です。普通だったら、 3

つのベンチャーが別々で運営しているようなこと

を、 1つの会社でやっていて、それぞれが急成長し

ています。そのなかで、評価の着眼点もそれぞれ

まったく違うのに、同じ人事制度で評価しなければ
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いけないことから、最初はうまく対応できず、不満

の温床になってしまいました。

こうしたことが同時多発的に起こり、東証一部に

上場したころから、かなり社内が混乱したのです。

それでも、会社を信じてくれた従業員たちと一緒に

乗り切りました。まとめ役に回ってくれた人間や、

成果を出した人間を引き上げたことで、現在の組織

があります。

ここ数年は、それぞれの現場の努力でようやくも

ち直し、会社としての方針が社員にも伝わり始めま

した。「せっかく人を採用したのに同じ数だけ辞め

るので成長しない」という状況から脱し、この 2年

ほどで「努力したぶんだけ企業規模が大きくなり、

そのぶん売り上げも増える」というステージに到達

しました。それでも、まだ現場からは人が全然足り

ないという声があがっています。組織づくりは、い

まだに大きな課題です。企業規模が大きくなるにつ

れて、必要な人材もどんどん変わっていくなか、役

員、管理職、社員が上手に役割分担していくことが、

重要だと思います。

司会　ありがとうございます。尾上社長に追加でう

かがいます。バリューデザイン社でも、社員がかな

り退職した時期があったとの話がありましたが、ど

のような要因だったのでしょうか。

尾上　2016年に上場したとき、役員も含めて社員が

全員、かなり背伸びをしてがんばりました。上場と

いう「 1つの壁を乗り越える」ことを実現した結果、

その後に明るい世界が待っていたかというと、そん

なことはありませんでした。ちょうどそのタイミン

グで起きたシステムのリニューアルにつまずいてし

まったのです。上場後にいきなり業績を下方修正し

なければならず、かなりの危機感をもちました。

上場したにもかかわらず、社員の給料を上げるこ

ともできず現状維持がやっと、役員の給与は下げざ

るを得ませんでした。「みんながんばったのに、何

だこれは」「だったら違うところでがんばろう」と

なり、上場の翌年は一気に離職率が上がってしまい

ました。

次の期にはしっかり目標をクリアし、利益もきちん

と出しました。社員と役員の給料も上げ、先ほどお

話した部門長を採用したこともあって、離職がピタ

リと止まりました。

司会　ありがとうございます。共通の目線のような

ものが少しずれてしまったということでしょうか。

アルファポリス社の梶本社長にも、「大きくなって

からむしろ離職率があがってしまった」といった話

を打ち合わせの際にうかがいました。なぜそのよう

なことが起こったのでしょうか。

梶本　お二人の話とまったく同じで、当社も上場す

る前はほとんど離職する人間はいませんでした。上

場を目指すと決めると、内部統制など会社として管

理を厳しくする必要があります。そこで人が入れ替

わるかなと思ったのですが、上場まではそうはなり

ませんでした。しかし、上場後、徐々に離職率が高

くなってきました。

なぜかというと、一番は、社員に「当社でがんば

ろう」と思ってもらえるケアができていなかったこと

です。現在は転職市場が活性化しているので、「他

社をのぞいてみよう」という流れはやむをえないの

かなと思います。言い訳にしてはいけないのですが、

大企業ではない企業はどこも、「隣の芝生は青く

見えてしまうのでは」という思いを抱えているので
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はないでしょうか。

司会　ありがとうございます。最初のうちは社長や

会社の方針が従業員にも十分伝わっており、従業員

側もよく理解していると思います。しかし、会社の

規模が大きくなるにつれ、どうしても手薄な部分が

出てきてしまいます。そこをどのように中間管理職

が補っていくのかという点は、各社に共通する課題

のようです。

熱心な情報収集と周到な戦略

司会　ここまでいろいろな課題をうかがってきまし

たが、現在の最も大きな経営課題、悩みは何でしょ

うか。そして、それをどのように解決していこうと

お考えなのでしょうか。今後の事業展開も踏まえて

説明してください。

また、急成長の鍵は、ずばり何だったのでしょう

か。今日は、成長を目指す中小企業の経営者や、大

企業・中小企業の社員、管理職の方々も多く参加し

ています。こうした方々に対するメッセージも込め

てお話ください。株式会社アルファポリスの梶本雄

介社長からお願いします。

梶本　先ほど話したことと同じになりますが、重要

なのは、やはり組織づくり、人づくりです。特に、

当社の場合は管理職の育成です。上場後、新卒採用

を始めましたが、驚くほど優秀な人が数多く入社し

ています。その新卒者と部長との間、いわゆる課長

クラスのロールモデルとなる人材を手厚く育成する

こと、または採用することが最も大きな課題です。

次に、急成長の鍵についてです。先ほど 1人の女

性編集者が入社した話をしました。ほかにも、あら

ゆる編集者が、いろいろな新しいヒットレーベルを

つくってきました。ですが、最も大きかったことは、

出版事業は不況だといわれてきたなか、「インター

ネットを使ってこれからはヒット作を出していく

ぞ」という大きな流れでわたしたちは勝負をしてい

こうと決めたことです。その都度、予想もしないこ

とが起こるなか、いろいろな戦略や戦術を実践し、

泥臭いこともやってきました。そのなかで、上昇す

る流れにポジショニングできたことが、成長した一

番の理由ではないかと思います。

成長を目指す経営者の方々へのメッセージです

が、創業者に限って話をすると、先ほどの研究報告

で「創業者は協調性がない」という面白いデータが

出ていました。まさにそれが特徴だと思うのです。

わたしも、学校ではクラスのなかでそれほど浮いて

いたわけではありませんが、やはり皆さんと同じよ

うに得意不得意はありました。人並み以下の部分も

あれば、「これは日本有数の才能ではないか」とう

ぬぼれるような部分も20歳代、30歳代のときに出て

きました。「ドラッカーがこう言った」「京セラの稲

盛さんがどうだった」というのも良いとは思います

が、それよりも自分の得意なことや、「自分にはこ

れが向いている」というものを信じて実践するほう

が成功すると考えています。

ベンチャーキャピタルや金融機関の方々からみる

と「何を言っているんだ」と思われるかもしれま

せんが、もしこのなかに創業者の方がいるのであれ

ば、バッティングフォームを変えずに成功したイチ

ロー選手ではないですが、自分のやり方を貫いたほ

うが成功するのではないかと思います。

司会　ありがとうございます。今後の事業展開につ

いてはどうでしょうか。
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梶本　出版界は「出版不況だ」と十数年前から大騒

ぎしていました。当時は騒ぎすぎの部分もありまし

たが、この 1、 2年でいよいよ変革が始まっていま

す。当社も 3、 4年前まで紙の本主体で運営してき

ましたが、電子書籍が急速に拡大しているなか、そ

れに素早く対応しなければなりません。電子書店で

の売り上げは急速に伸びています。今後は、当社の

サイトやアプリでコンテンツの直販を広げていく必

要があります。これまで再販制度で守られてきた出

版界は、変革の時期を迎えています。当社は、直販

を強化していくことで、シェアを広げていこうと考

えています。

司会　ありがとうございました。続いて、株式会社

ブレインパッドの草野隆史会長、お願いします。

草野　まずは、人材をどう集めるかということで

す。仕事はお断りするくらいあるので、とにかく人

さえいれば売り上げはいくらでも伸びる状況にあり

ます。

もう 1つ、これは個人的な意見かもしれません

が、わたしは「ベンチャーは何のためにあるのか」

というと、「世の中を変えるためだ」と思っていま

す。世の中はこうあるべきだと問いかけるビジネス

モデルをつくり、ビジネスを通じて世の中を理想の

世界に近づけていくことだと考えています。15年前

に当社を立ち上げたのは「データをもっと使わなけ

ればだめだ」というメッセージだったのです。とこ

ろが、現在は世界中の人が「データは大事だ」「デー

タ・イズ・ニュー・オイルだ」と注目されるように

なりました。わたしのなかでは「もう自分ががんば

る必要はないかな」とモチベーションが切れかける

こともありました。

創業時は、「データ分析で稼ぎたい」という人が

働こうと考えると当社しかなかったり、数少ない選

択肢の 1社だったりしたので、人が来てくれたので

す。ところが現在では、データを活用する仕事は日

本中、世界中にいくらでもあります。ですから、「人

を集める」という点では、このビジョンのバージョン

アップが非常に重要だなと思っています。わたした

ちの存在意義を再定義し、そこに共感する人を集め

やすくすること、社内の人間のモチベーションを上

げる環境をつくっていくことを考えています。

また、「データは重要だ」と世界中で言われてい

ますが、日本企業のビジネスはデータによってうま

く変われていません。米国との差がどんどん広がっ

ていることは、非常に悔しいです。米国では企業が

ITによってビジネスを発展させようとしているの

に対し、日本では業務のオペレーションの改善のた

めだけに利用されています。ビジネスを伸ばすため

のデータ分析ができていないのです。米国のような

企業を増やすお手伝いをすることが、大きな方向性

になると考えています。

これから成長を目指す経営者へのメッセージです

が、基本的に大きな問題に取り組むと絶対に価値が

あり、仕事にもなると思います。ただし、ベン

チャーをやっていると、命こそ取られませんが相当

生活を犠牲にします。それに見合うリターンはもち

ろん、意義のあることをしているということが非常

に重要です。つまり、自分で意義を感じて、かつで

きるだけ大きな問題に取り組む。しかも、他人が

やっていない、自分しかやっていないことにです。

「自分ががんばらなければいけない」という状況は、

良い意味で自分に気合いを入れ、追い込むことがで

きるので、そういう仕事を見つけるのがよいと思い

ます。競争が少なくて、意義が大きければ、仲間は

絶対に集めやすいし、きちんと時間をかければ顧客

を口説くこともできます。最終的には大きなマー

ケットになり、成長できるのではと思います。

司会　ありがとうございました。米国では進んでい

るのかもしれませんが、アジア諸国でもアプリケー

ションは非常に有効な気がします。海外進出につい

てはいかがでしょうか。

草野　海外戦略は、経営上の大きな課題の 1つで
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す。ただ、海外にはグーグルなど、このマーケット

をグローバルに取りにきているプレイヤーがいま

す。こうした企業は、そもそも ITでビジネスを成

長させており、データ分析にも優れています。国ご

とにマーケットも違うので、効率良く取りにいくの

はかなり難しく、まだ決めきれていません。うかつ

に参入しても、何も影響を及ぼせません。現状は、

日本の企業が世界で通用するためのお手伝いをする

のが一番効率が良いのではと考えています。やるの

であれば、影響力のある仕事をしたいと思います。

司会　ありがとうございました。最後に株式会社バ

リューデザインの尾上徹社長、いかがでしょうか。

尾上　ビジネスの成長性の話だと、まず国内では昨

今新聞などでも報道されているとおり、政府が

キャッシュレス化に関するビジョンを発表しまし

た。それから一気に、受注案件が増えています。先

ほど話したとおり、クレジットや仮想通貨の領域と

は別の領域でビジネスをしているので、これから国

内は非常に楽しみです。ですから、人材の採用、育

成をしっかりしておかないと、来るキャッシュレス

化の波がうまくキャッチできなくなります。早急な

対策を考えています。

もう 1つは、中国での面白い現象に注目していま

す。中国ではキャッシュレスが浸透していて、当た

り前のように財布を持たずに決済されています。マ

クドナルドやケンタッキーなどの大手チェーンは当

然、キャッシュレスを導入しています。ところが、

顧客の囲い込みはあまり進んでおらず、それぞれで

独自のアプリケーションの開発を始めています。決

済は便利にはなったのですが、店舗からすると「囲

い込みするツールがない」というニーズが出てきて

いるのです。これは、当社のハウスプリペイド事業

にとって追い風です。中国含め、アジアではある程

度キャッシュレス決済が拡大した後に、当社のビジ

ネスへのニーズが出てくるため、今後もマーケット

が大きくなるとみています。

インドの企業をM&Aする際、わたし自身イン

ドを訪れたところ、驚くほどプリペイドカードが普

及していました。インドは高額紙幣を廃止したた

め、異様な勢いでキャッシュレス化が進んでいるの

です。特に、インドのムンバイ市では、「何だここ

は」というくらい経済が発展していました。ムンバ

イ市場の上場企業数は、東京証券取引所よりも多

く、世界最大だそうです。

このようにマーケットが拡大している国で、人を

採用、確保するため、M&Aで知識や経験がある

メンバーを仲間に入れるのは、非常に良い手法だと

今回感じました。わたしたちも、社員のグローバル化

を図っていく必要があります。基調講演でもあった

ように、「英語ができないからだめだ」ではなく、

英語をできる人を間に入れれば、いくらでもアジア

でビジネスができると感じています。

アジアナンバーワンを取ろうと考えると、「東京

に本社を置いていてはだめなのかも」と思うように

もなりました。意識を変えるという意味で、例えば

営業部隊は香港に置く、管理部隊はインドに置くと

いうことも思い切ってやっていかないと、海外の

マーケットは獲得できないと感じています。

今後起業し、成長していく皆さんへの言葉です

が、これも基調講演であった「感謝する」ことを、

いろいろと協力してもらった方にしっかりと伝えな

いといけないと思います。

当社がスタートしたとき、何もないなかで、出資

をしてくれたり、人を採用してくれたり、弁護士を

紹介してくれたりと、あらゆる人が協力してくれま

した。あるベンチャーキャピタルの方が当社に出資

する際、既存の株主だった商社に「なぜバリューデ

ザインに出資したのですか」と質問したそうです。

「尾上社長はあまりパワーもないし、この社長は大

丈夫ですか」と相談したらしいのです。そのときに

商社の担当者が「尾上さんには、できないことをで

きる人を集める力があるではないですか」と答えて
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くれたそうです。このことを思い出し、協力してい

ただいた方々には「感謝する」ということを徹底的

に行うべきだと、あらためて感じました。

それから、当社はこの13年間のうち、3年目、4年

目が苦しくて、現在のハウスプリペイドカード以

外の事業もやろうかと考えたことがありました。例

えばホームページ制作や、マーケティング営業など

です。そこを踏ん張って、「この領域で圧倒的シェ

アを取ろう」と、プリペイドカード以外の事業に手

を広げませんでした。現在はシェアを取り、一定の

立場を日本とアジアで確立しております。事業を 1

つに絞って、徹底的に掘り下げていったことが、成

功につながりました。

司会　ありがとうございました。皆さん、それぞれ

経営課題があるなか、次のステップに向けて非常に

熱心に情報収集をされていること、周到な戦略を立

てていることが共通点としてうかがえたのではと思

います。

会場からの質問

司会　本日の議論から、参加者の皆さんもさまざま

なインプリケーションを受けたと思います。そこ

で、会場から質問をいただきたいと考えています。

どなたか質問のある方はいますでしょうか。

会場　パネリストのお話を、大変興味深く聞かせて

いただきました。これだけ素晴らしい企業をつくり

あげたその力には、大変な感銘を受けました。

ある意味、お三方は、生まれついての起業家では

ないかとの強い印象を受けました。一方で、起業家

であることと、職人やエンジニア、技術者といった

現場のプロであることとは、ベクトルが違うのでは

ないかと思います。そういうプロの方々は、自己雇

用、最近ならフリーランスを選択します。起業家に

なるということは、まさに事業にかける思いや情

熱、あるいは社会を変えたいという考え、さらには

自分の考えていたビジネスを実行して、それを実際

に検証していく姿勢などが非常に強く、それらを自

分の喜びだと感じることではないかという印象を受

けたのです。その意味で、起業家になるという人は、

1つの才能ではないのか、あるいはものすごい人間

性が込められているのではないかと思ってしまうの

です。その点についてはどうお考えでしょうか。

併せて、今度は企業をこれだけ成長させるとなる

と、マネジメントそのものや、組織をどうしていく

か、人をどう育てるか、次の事業をどうするかなど

にも気を配っていかなければいけないでしょう。非

常に悩みも多いと思います。しかし、パネリストの

方々にとっては、それも楽しみなのかなとも思うの

ですが、簡単にご意見を聞きたいと思います。

司会　ありがとうございます。梶本社長、今のご質

問についていかがでしょう。

梶本　とても難しい質問だと思います。サラリーマン

としてものすごい活躍をされ、起業家としても活躍

する人もいるでしょう。わたし自身は大企業のサラ

リーマンよりは、自分で事業を立ち上げたほうが向

いているのかなと思っていますが、起業家にもいろ

いろなタイプがいると思います。ただ、わたし個人

の考えでは、現場のプロと起業家は少し違うのかな

と思います。わたしは、エンターテインメントビジ

ネスが好きです。ですが、プロデューサーとして 1

つの作品をつくっていくというよりも、そういうも

のを扱う会社を大きくしたいという気持ちが、起業
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当初からありました。

ここ数年、特にこの 1年、 2年は、人材に関する

ことがわたしの悩みのほぼすべてです。ただ、そう

した悩みも避けては通れないことも、社長業の

醍
だい

醐
ご

味
み

だと思います。

司会　草野会長、いかがですか。

草野　わたし自身がものすごく起業家的な性質かと

いうと、もともとは違ったと思います。単純に大企

業に行きたくなかっただけです。同期が1,000人も

いる大企業などは想像もつかなくて、小さく経営に

近いところで仕事ができる企業に行きたいと考えて

いました。

創業するときも、創業メンバーでもある現在の社

長のほうがわたしよりも15歳年上でした。当時の彼

は、現在のわたしと同い年でしたので、彼でもその

ままやれたと思うのです。でも、彼は「おまえが社

長をやったほうがいい」と言いました。急に打席が

回ってきて、せっかくだからとやってみたら、大変

だけれど面白かったし、向いていないこともなかっ

たのかと思います。ちょっとしたきっかけです。わ

たしはどちらかといえば、補佐的なナンバーツータ

イプで、天才というよりは秀才だと思いますが、経

営者を15年もやると若干性格が変わってしまったな

とは自覚しています。

人に向き不向きはあります。マネージャーはやり

たくない、でも現場では非常に生き生きとがんばる

人もいるので、一様にやる必要はありません。多様

な人がそれぞれの持ち場でがんばって、その雇用を

創出するのがよいと思っています。

わたし自身は 3年前に社長から会長になりまし

た。現場の仕事や、社員に対して向き合い続ける作

業は現在の社長に代わってもらったおかげで、かな

り楽になりました。その期間、いろいろ勉強でき、

視野が広がっていくなかで「自分が今、何をしなけ

ればいけないか」ということを整理する時間をもて

たというのは、すごくよかったと思います。あと数

年社長をやっていたら、相当大変な状況になったの

ではと感じています。これから先、自分たちがやる

のがよいのか、速いタイミングでバトンを渡したほ

うがよいのか、といった議論はしています。ここか

ら、さらに企業を大きくするには、経営者に求めら

れる特性も違ってくると思います。これが、現在向

き合っている問題の 1つです。

司会　ありがとうございました。尾上社長、いかが

でしょう。

尾上　わたしは前職で JCBに勤めていました。給

料も悪くなく、転職するつもりもありませんでし

た。しかし、やはりこのビジネスが日本ではヒット

するだろうという自分のなかでの出合いがあったこ

とが大きかったです。居ても立ってもいられなく

なって、本当は JCB内でやろうと思ったのですが、

できませんでした。それではとベンチャーに移った

ら、その企業が倒産してしまったので、否応なしに

起業という道しかなかったのです。

そのため、経営者とは何だというのもよくわから

ないままスタートしました。先ほど話したとおり、

いろいろな人に助けられて、支えられたなと思うの

です。大きな企業にも勤めていましたので、大企業

のつらさ、楽しみも知っていますし、ベンチャーで

自分でやる楽しさ、つらさも知っています。どちら

がすごいということはないと思います。わたしのよ

うに、普通のサラリーマンから起業して、みんなに

助けられて事業を進めていくパターンもあるので、

起業家と現場のプロが違うとは一概にはいえないの

かなと思います。

ただ、草野会長もおっしゃいましたが、性格が変

わったというのはわたしも非常に感じています。会

社がスタートして 3年目くらいのとき、営業ミー

ティングなどで「何でこの仕事が取れないのだ」と

話をしたときのことです。勤務時代だと、あまり強

くは言わずに、うまい具合にまとめるタイプの性格

で部門を動かしていました。ですから、自分が経営
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者になっても、例えば「 1週間前にこれをやると

いっていたのに何でやっていないんだ」などと言え

なかったし、まったく数字があがらないことに対し

ても、何も言えなかったのです。結果、赤字がずっ

と続いていました。

そのとき「これは本当に変えないと会社が潰れ

る」と悩んで、何をしようかと考えた結果、決めた

ことが、 1つは禁煙です。もう 1つが、自分で営業

をして、自分で数字を稼ぐことでした。

禁煙して食べ物が美味しくなると、太るのが嫌な

ので一生懸命動こうとします。自分で営業をがんば

り、社内で一番数字をあげたのです。そこで、自分

に自信がつきましたので、社内に対して「これはお

かしい」と的確に言う、場合によっては叱ることが

できるようになりました。そこから、黒字化してい

きました。そこで自分の性格は変わったなと感じて

います。

司会　ありがとうございました。職人に向く人、起

業家に向く人など、さまざまなタイプの人がいま

す。何らかのきっかけがあって起業家になられたお

三方ですが、性格がどんどん変わっていったという

話もありました。研究報告でも、性格の話をしまし

たが、もしかしたら起業家になって後天的に変わっ

ていった部分もあるのかもしれません。

まとめ

司会　ここで、これまでの議論をまとめます。

こうすれば必ず成長するという答えは、おそらく

ないのではないかと思います。しかし、パネリスト

の話からいくつか共通する急成長のポイントを考え

てみました。

まず第 1に、成長性のある市場の発見です。加え

て、顧客への到達まで意識したビジネスモデルをき

ちんと構築することです。これにより、結果的には

業界トップや、ほかに類をみない企業に成長してい

るのだと思います。さらに、創業当初のビジネスモ

デルから徐々に変化しているということです。マー

ケットの状況に合わせてビジネスモデルを柔軟に修

正すること、あるいは新しいビジネスを追加してい

くことが、成長の 1つの鍵ではないかと感じました。

第 2に、今回の議論でも一番大きかったところで

すが、人材です。企業の成長に合わせた経営チーム

を構築し、人材を育成する。スカウトや内部登用な

ど手法はさまざまでしたが、従業員の方を信頼して

いることが共通してうかがえました。例えば、モチ

ベーションを上げたい、辞めていくのがつらいとい

うお話もありました。わたしが一番感動したのは、

従業員に対する愛情をパネリストの皆さんから感じ

たことです。それに応えて、従業員、経営陣が会社

全体で経営者を支え、一丸となって成長しているこ

とがうかがえました。

第 3に、さまざまなサポーターの存在です。取引

先、出資者、ベンチャーキャピタルなど、かかわっ

た方々から多くのサポートを受けていました。サ

ポーターに感謝し、真摯に支援を受けていること、

これも急成長の 1つのポイントとして挙げられるの

ではないかと思います。

最後に、経営者の皆さんは非常に熱いですよね。

事業への情熱をひしひしと感じます。現状に満足せ

ず、常に次のステップを考えていくという、探究心、

チャレンジ精神こそが、急成長の鍵なのだと思います。

それでは、これにてパネルディスカッションを終

了いたします。本日は、急成長企業の経営者のお三

方に、成長の過程におけるリアルな経営の実態を教

えていただけました。わたし自身、大いに勉強にな

りましたし、とても楽しく司会をさせていただきま

した。月並みではありますが、非常に感動いたしま

した。会場の皆さんも、それぞれ感じるところが

あったと思います。最後に、パネリストのお三方に

大きな拍手をお送りいただきたいと思います。本日

はどうもありがとうございました。
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会社概要

1

代 表 者 梶本 雄介

所 在 地 東京都渋谷区恵比寿四丁目20号3番 恵比寿ガーデンプレイスタワー５F

事 業 内 容 インターネットのサイト運営、書籍の出版

従 業 員 数 80名（内、役員７名）

会 社 名 株式会社アルファポリス

2000年８月設 立

2014年10月上場年月日

863,824千円資 本 金
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当社のビジネスモデル

ネット上の小説・漫画等のコンテンツを当社Webサイトに集め、

その中で人気作を上手にすくい上げ、編集し、出版化を実施。

2

Copyright © 2018 AlphaPolis Co.,Ltd.  All Rights Reserved.

沿革

3

2002年１月

「Separation」（市川拓司著）刊行
 日本テレビ系列で連続テレビドラマ化(2003年７月)

 発行部数12万部
2005年10月

「レイン」(吉野匠著)刊行  シリーズ発行部数累計131万部

2007年７月

「虹色ほたる」(川口雅幸著)刊行
 東映アニメーションにより映画化（2012年５月）

 シリーズ発行部数累計40万部
2007年11月

「THE QUIZ」(椙本孝思著)刊行
 日本テレビにてテレビドラマ化（2012年９月）

 シリーズ発行部数累計7万部

2010年４月

「ゲート」(柳内たくみ著)刊行
 TOKYO MXにてテレビアニメ化（2015年７月）

 シリーズ発行部数累計445万部

2000年８月

株式会社アルファポリスを設立
主な実績

2014年5月

「居酒屋ぼったくり」(秋川滝美著)刊行
 BS12トゥエルビにてテレビドラマ化（2018年４月）

 シリーズ発行部数累計83万部
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170 321
621

1,066
1,454

2,046

2,664

3,345 3,185

4,213

4,800

16 75
150 307

484 644 770 904

175

757

1,200

9.7%

23.4% 24.2%
28.8%

33.3% 31.5% 28.9% 27.0%

5.5%

18.0%
25.0%

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

売上高 経常利益 経常利益率

業績推移

(百万円)

(計画)

4
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18
24

30
38 35

40
46

2

4

10

16

12

16

174
5

5

8

9

11

11
11

10

2013年3月末 2014年3月末 2015年3月末 2016年3月末 2017年3月末 2018年3月末 2018年9月末

従業員数の推移

25名

36名

69名
63名

49名

編集部

Web企画開発部

ゲーム事業部

他

67名
73名

5
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①トレンドを即反映し、安定的かつ多点数、商品化

ビジネスモデルの強み

6

従来型の出版とは異なる

当社ビジネスモデルの２つの強み

新規マーケットの創造

昨今、読者の求める小説のトレンドの移り変わりは非常に早い。
その傾向はまずインターネットの作品に現れる。まさに今、旬で
あるトレンドの作品を素早くキャッチし、売れ筋書籍を安定的か
つ多点数、商品化することが可能。

②大コケするリスクの回避

インターネット上での多数のユーザー評価を参考に、一定以上
の読者ニーズを見極めた上で、書籍化すべきコンテンツの選定
を実施。そのため、書籍刊行に要した費用を回収するだけの
売上高が確保できないリスクの低減が可能。

Copyright © 2018 AlphaPolis Co.,Ltd.  All Rights Reserved.

これまでの新規市場の創造実績

7

大人向けライトノベル市場の創造

中高生や若者向け
の安価な文庫が主流

既存書籍市場

既存書籍市場には無い、
20代後半から30代向けの
ファンタジー小説が溢れ、

また人気に

インターネット

既存書籍が
合わない読者層

20代後半から30代の男性向け
単行本ライトノベル市場を創造

海外ロマンスや、10代向け恋愛小説が主流既存書籍市場

「真に読者が求める恋愛小説＝日本人主人公
のロマンス小説」が大人気に

インターネット

児童書から派生した作風のファンタジー小説既存書籍市場

ゲームで描かれるファンタジー世界を舞台と
した小説が溢れかえり、人気に

インターネット

和製ハーレクイン市場の創造

ゲーム世代のファンタジー小説市場の創造

当社Webサイト
にて上手に

すくいあげる

エタニティブックス

レジーナブックスシリーズ累計
131万部

1,100円(税別)

シリーズ累計
445万部

1,700円(税別)

30代から40代の女性向け
和製ハーレクイン小説市場を創造

シリーズ累計
26万部

シリーズ累計
12万部

1,200円(税別)

シリーズ累計
73万部 20代から30代の女性向け

新感覚ファンタジー小説市場の創造

シリーズ累計
31万部

シリーズ累計
41万部

シリーズ累計
56万部
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2018年11月28日

株式会社ブレインパッド

Analytics Innovation Company ©2016 BrainPad Inc. 1

会社概要

商号 株式会社ブレインパッド（英文 BrainPad Inc.）

所在地 東京都港区⽩⾦台3-2-10⽩⾦台ビル

電話番号 03-6721-7001（代表）

設⽴ 2004年3月18日

上場市場 東京証券取引所市場第一部（証券コード：3655）

資本⾦ 332百万円（2018年6月30日現在）

従業員数 263名（連結、2018年6月30日現在）

役員

代表取締役会⻑ 草野 隆史
代表取締役社⻑ 佐藤 清之輔
取締役 安田 誠
取締役 石川 耕
取締役 塩澤 洋一郎
社外取締役 佐野 哲哉
常勤社外監査役 鈴⽊ 晴夫
監査役 加藤 啓一
社外監査役 山口 勝之

グループ体制

上場市場／受賞歴／認証

テクノロジー企業成⻑率ランキング
「日本テクノロジーFast50」9年連続受賞

2013年7月25日
東証一部上場

JIS Q 15001
認証番号：10822646

認証・制度
ISO(JIS Q) 27001

認証の登録範囲は、Webレコメンデーションならび
に広告配信技術、データ分析技術を利⽤した
SaaS サービスです。

株式会社ブレインパッド

Mynd株式会社 BrainPad US Inc.

連結子会社

非連結子会社

100％出資 100％出資
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スライド11

スライド12
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ブレインパッドのサービス①：ビッグデータ活用サービス

ブレインパッドは、ビッグデータ活⽤を専門とする多数のプロフェッショナルの⼒を活かし、
以下のような課題を解決するサービスを提供しています。

マーケティングのPDCA

サイクル全体の改善を支援

データによる顧客理解や顧客育成施策
の⽴案、施策の効果測定や最適化ま
で、PDCAサイクル全体を支援します。

データや事実に基づいて
マーケティングやCRMを

改善したい

アナリティクスを用いた
業務プロセスの最適化支援

最新技術を駆使し、営業、製造、サプ
ライチェーンマネジメント、新規事業など、
様々な業務プロセスの改⾰や効率化を
実現します。

データ活用のための
インフラ構築全体を支援

ベンダーフリーで中⽴な⽴場を活かし、
データ活⽤計画の⽴案から、分析基盤
の構築、運⽤支援までを、トータルに支
援します。

人材育成、
専門組織や体制の構築を支援

⾃⽴的なデータ活⽤に向けたロードマッ
プを策定し、データ活⽤人材の育成や、
専門組織・体制の整備を支援します。

機械学習やAIを用いて
業務改⾰や⾼度化を⾏いたい

ビッグデータ分析のための
プラットフォームを
構築したい

データ活用人材を育てたい、
組織・体制を構築したい

マーケティングアナリティクスの
専門家
• コンサルタント
•データサイエンティスト

最新の機械学習/深層学習、IoT、
AI技術を習得した専門家
•データサイエンティスト
•エンジニア

分析環境の構築や製品選定の
ノウハウを持つ専門家
•製品コンサルタント
•システムエンジニア

「ブレインパッド教育講座」の運営
実績を持つ、データ活⽤人材育
成の専門家
• コンサルタント
•講師

サ
ー
ビ
ス
提
供
に
あ
た
る

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
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AdNote
約20種類のレポートを⾃
動作成する機能や、広告
予算配分のシミュレーショ
ン機能を搭載したツール

広告運用支援ツール

ブレインパッドのサービス②：デジタルマーケティングサービス

高品質のサービス提供を可能とする製品群

ブレインパッドは、DMP市場のNo.1製品「Rtoaster」を中心に、
デジタルマーケティングを進化させる分析・システム構築・導入コンサルティングも提供しています。

データサイエンティストの分析により、
さらに深く顧客を理解することが可能です。

既存システムとの連携のためのシステム
改修や、新たなシステム構築が可能です。

デジタルマーケティングの専門家による
コンサルティング、運⽤支援が可能です。

Mynd plus
人工知能・機械学習・統
計学技術を駆使してテキ
ストデータを解析

⾃然⾔語処理エンジン

L2Mixer
最先端の予測モデルと最
適化計算による⾃動入
札で、シンプルな広告運
⽤を支援

運用型広告
最適化ツール

Rtoaster
多彩なマーケティングアク
ションをデータから実現でき
る、DMP市場のNo.1製品

レコメンドエンジン搭載
プライベートDMP

＋分析 ＋システム構築 ＋導入コンサルティング

Probance
機械学習により顧客ニー
ズを予測し、パーソナライ
ズコミュニケーションを実現
するMAプラットフォーム

マーケティングオートメーション
プラットフォーム

Conomi
収集・蓄積したデータを活
⽤して、独⾃のアルゴリズ
ムでヒト・モノを複合的に
マッチング

マッチングエンジン

Crimson Hexagon

ソーシャルメディアから、世
界中の顧客エンゲージメン
トを分析

ソーシャルリスニング・
プラットフォーム
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データ活用のプロフェッショナルが提供する製品群

Crimson Hexagon

ソーシャルメディアから、世
界中の顧客エンゲージメン
トを分析

ソーシャルリスニング・
プラットフォーム

Mynd plus
人工知能・機械学習・統
計学技術を駆使してテキ
ストデータを解析

⾃然⾔語処理エンジン

L2Mixer
最先端の予測モデルと最
適化計算による⾃動入
札で、シンプルな広告運
⽤を支援

運用型広告
最適化ツール

Rtoaster
多彩なマーケティングアク
ションをデータから実現でき
る、DMP市場のNo.1製品

レコメンドエンジン搭載
プライベートDMP

UltiPad
予測モデルの構築後に、
膨大な組み合わせの中か
ら最適解を導くことが可能

最適化エンジン

WPS Analytics
SAS言語で記述されたプロ
グラム実⾏とデータ操作が
可能

統計解析・ビッグデータ
加工システム

SAP® 
Predictive Analytics

データマイニング・機械学
習のプロセスを⾃動化し、
圧倒的な効率性を実現

ビッグデータ対応機械
学習・予測分析システム

Tableau
データをビジュアル化し、
データの持つメッセージを
伝えることが可能

ビジネス・インテリジェンス
ツール

SAP® IQ
分析・検索⽤途に特化し
て開発されたデータベース
ソフトウェア

ビッグデータ・ウェアハウス

SAP HANA®
大量のデータを高速分析
するために開発されたイン
メモリコンピューティング

インメモリ
コンピューティング

MapR
大規模データを、コスト効
率よく高速処理できる
Hadoop製品

データ分析処理基盤

Microsoft Azure
ビッグデータ活⽤に必要な
一連の機能をクラウド上で
提供

クラウドプラットフォーム

マーケティング

可視化
Business

Intelligence

データマイニング
機械学習

分析基盤

最適化
・

その他
アプリケーション

exQuick
データやファイルを統合的
に管理し、データ抽出やレ
ポーティングを得意とする
システム

ダイナミックセグメンテーション
システム

⾃社開発製品 当社が国内唯一の販売代理店である製品 その他

AdNote
約20種類のレポートを⾃
動作成する機能や、広告
予算配分のシミュレーショ
ン機能を搭載したツール

広告運用支援ツール

Probance
機械学習により顧客ニー
ズを予測し、パーソナライ
ズコミュニケーションを実現
するMAプラットフォーム

マーケティングオートメーション
プラットフォーム

ブレインロボ
（BrainRobo）
人が⾏う業務を⾃動化・
効率化するロボティック・プ
ロセス・オートメーション

ロボティック・プロセス・
オートメーション

Conomi
収集・蓄積したデータを活
⽤して、独⾃のアルゴリズ
ムでヒト・モノを複合的に
マッチング

マッチングエンジン

Analytics Innovation Company ©2016 BrainPad Inc. 5

最⾼の価値提供を可能にする3つの⼒

2004年の創業以来、ブレインパッドがデータ活⽤をお手伝いした企業は800社を超えます。
幅広い業界を対象として、豊富に積み上げられたナレッジを武器に、お客様の経営課題を
解決に導きます。

ブレインパッドは、80名を超えるデータサイエンティスト集団を有します。この規模は国内随一
です。技術的な専門分野、得意とする顧客業界、豊富な分析経験など、様々な強みを
持つデータサイエンティストがお客様のニーズに合わせてチームを組成し、最高レベルのアナリ
ティクスサービスを提供します。

上記の2つの⼒を、最先端のテクノロジーを⽤いて、システムやソフトウェアなどの“形”にできる
のが、ブレインパッドが誇るエンジニア⼒です。その高い技術と先進性は、デジタルマーケ
ティング領域でのNo.1プロダクト「Rtoaster」を生み出したことでも証明されています。

創業以来、データ活⽤を支援した企業は800社以上

80名を超えるデータサイエンティストは国内随一

DMP領域No.1プロダクトで培ったエンジニアリング⼒
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業界内での際⽴ったポジション

トライアル分析による
プロジェクトの実現可能性や
投資対効果の検証

経営課題を解決する
分析アルゴリズムや
プラットフォームの開発

実際の業務プロセス
への適⽤と運⽤改善
による継続的な

ビジネス成果の創出

課題の⾒える化
（アセスメント）と
コンセプトデザイン

データを⽤いた、経営課題を解決するためのコンセンプトデザインから運⽤まで、
一貫したサービスを提供できるという業界内でも際⽴った強みがあります。

ブレインパッドのサービス提供領域

戦略的コンサルティング
ファーム

デジタルマーケティング特化や
分析特化の関連製品ベンダー

大手SIer（ただし、分析の専門人材はまだ不⾜していると認識）

総合系コンサルティングファーム
（ただし、専門性の高い分析部隊はまだ⼩規模であり、知⾒を蓄積中の段階であると認識）

関
連
プ
レ
ー
ヤ
ー
の

事
業
領
域

Analytics Innovation Company ©2016 BrainPad Inc. 7

沿⾰
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スライド17

Analytics Innovation Company ©2016 BrainPad Inc. 8

売上と従業員数の推移
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スライド18

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

株式会社バリューデザイン ご紹介

2018年11月28日

スライド19

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

企業ビジョンとミッション

アジアNo.1のプロセッシングカンパニーを創る。

「決済」と「マーケティング」をテーマに、サービス提供企業と消費者のコミュニケーションの
架け橋となり、双方のメリットを極大化し、社会に貢献します。

1
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スライド21

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

事業内容

コーヒーチェーン

飲食 スーパー・ドラッグストア 物販・その他

飲食チェーンや、スーパーマーケット等へオリジナル電⼦マネー(プリペイドカード)を提供
これまでの導入支援実績は634社・63,974店舗超で国内No.1（※）

3

（※）数字は第12期末（2018年6月末)時点

ハンバーガーチェーン

ファミリーレストラン

スーパーマーケット

ドラッグストア

生活協同組合

Ａコープ

メガネ店チェーン

ホテル

タクシー

など

など

など

スライド20

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

会社概要

2

会社名 株式会社バリューデザイン

設⽴ 2006年7月26日

資本⾦ 702,914千円（2018年6月末）

上場取引所 東京証券取引所 マザーズ市場（コード：3960）

代表 代表取締役社⻑ 尾上 徹

所在地 東京都中央区日本橋茅場町2-7-1 CCICビル5階

連結従業員数 64名（2018年6月末）

事業内容 サーバ管理型電⼦マネー(プリペイドカード)の導入による、
企業のブランディング・プロモーション支援事業

連結⼦会社

佰馏（Shanghai）信息技术有限公司（中国）
VALUEDESIGN SINGAPORE PTE. LTD. （シンガポール）
VALUEDESIGN（THAILAND）CO.,LTD. （タイ）
VALUEDESIGN（MALAYSIA）SDN.BHD. （マレーシア）
ValuAccess Service Pvt Limited（インド）
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スライド22

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

当社のサービス（何をしているのか）

ハウスプリペイドカード ブランドプリペイドカード

「お得感」を提供し
顧客を囲い込む「販促ツール」

「どこでも使える」利便性を
提供する「決済ツール」

 店舗オリジナルの電⼦マネー（プリペイドカード）

 店舗への来店頻度、購買単価を向上させるため
の「顧客囲い込み（販促）」ツール

 クレジットカードのインフラを活用したプリペイドカード

 世界中で利用でき、チャージ＆支払の他、給与の振り
込みや送⾦等にも応用できるツール

4

スライド23

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

サービスの仕組み（どうやっているのかーサービスの流れ）

①カード発⾏
(店舗で受取り)

¥1000

②入⾦
(チャージ)

③支払

入⾦⾦額

残高情報＋インセンティブ

支払⾦額

¥1000

¥1000

¥300

¥700

⼀部を⼿数料収入
として獲得

プリペイドの入⾦や利用⾦額(取扱高)が増えるほど当社収入も増える
※2018年6月期の取扱高は2,200億円超 (入⾦額ベース)

CHARGE

＋50P＋15P

残高情報＋インセンティブ

¥300

5
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スライド25

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

【参考】そもそも、「電⼦マネー」とは？(関連サービスの整理)

おトク(販促・囲い込み)

前
払
い

便利(どこでも使える)

後
払
い

汎用電⼦マネー
(Suica、Edy等）

ブランドプリペイド

発⾏店専用。独⾃の特典、
サービスによる販促ツール

ハウスプリペイド

国内の様々な店で使える

当社の提供サービス

クレジットカード
与信による後払い決済
世界の様々な店で使える

← 支払タイミング →

←
 

サ
ー
ビ
ス
の
目
的→

クレジットカード同様、世界中
で利用可能

7

スライド24

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

当社サービスの意義（なぜやるのか？－店舗にとって）

キャッシュレス決済やインセンティブによる囲い込み、顧客満⾜度向上のほか、
退蔵益や前受⾦などによる収益・キャッシュフローへの直接的メリットもある

顧客の囲い込み
インセンティブ付与によるリピート率・客単価向上等
顧客の囲い込みを図り、売上をUp

退蔵益収益
有効期限切れの残高は導入企業の収益(退蔵益)となる

キャッシュフローの良化
消費者が入⾦した⾦額は、その時点で⾃社のキャッシュ
(前受⾦)となる

※カフェ実績例
客単価＋10%

¥ １〜3年
程度で失効

￥ ￥

6
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スライド26
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これまでの歩み

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

東京都千代田区
(九段下)で創業

大日本印刷㈱が
資本参加

東アジアへ進出
(韓国)

東証マザーズ
上場

新事業を開始
(ブランドプリペイド)

東南アジアへ進出
(シンガポール)

中国(上海)に
⼦会社設⽴

国内初のハウス電⼦マネー事業者として、黎明期から
市場を開拓・拡大

導入店舗数
63,974店舗

8

海外M&A
(インド)により
6万店舗突破

売上高
0.2億円
従業員数
3名

売上高
6億円
従業員数
17名

売上高
12億円
従業員数
35名

売上高
20億円
従業員数
64名

スライド27

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

当社の特徴－No.1の導入実績

国内No.1の導入実績手軽に導入が可能なシステム

インターネット接続だけで
即時導入できる専用端末
を開発

大規模な投資が不要な
クラウド型サービス

60,000店舗超の導入実
績から得た成功ノウハウ
（失敗事例も）

コンサルティング部隊を擁し、蓄
積したノウハウを最大限に活用
する体制

成功のキーはシステムではなく、プリペイド活用のノウハウ。低コスト・迅速な導入サービスで市場シ
ェアを押さえ、多くの導入実績からノウハウを蓄積することで競争優位性を確保

9

創業期から将来的な競争条件を想定した戦略で、今日の強みを構築
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スライド29
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スライド28

© 2006-2018  Valuedesign.inc All Rights Reserved.

海外の事業展開状況

東南アジアを中心に、海外は約6,000店舗へ展開。各国で大型案件の獲得が進んでおり、
今後は更にM&A等を活用した成⻑を図る

3375店舗

536店舗

509店舗

インド最大のドラッグストアー

インド(2018年7月にM&A)

タイ最大級の書店
396店舗

タイ

マレーシア
大手コンビニ
400店舗

シンガポール
最大手スーパー
130店舗

10

韓国
大手カフェチェーン
400店舗

大手フライドチキンチェーン

大手ピザチェーン
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【第 1部　基調講演】

藤沢 久美（ふじさわ くみ）氏
シンクタンク・ソフィアバンク　代表

大学卒業後、国内外の投資運用会社に勤務。1996年に日本初の投資信託評価会社を起業。99年同社
を世界的格付け会社スタンダード＆プアーズ社に売却。2000年シンクタンク・ソフィアバンクの設
立に参画。2013年代表に就任。政府各省の審議委員や日本証券業協会公益理事等の公職に加え、静
岡銀行や豊田通商など上場企業の社外取締役も兼務。

【第 2部　研究報告】

深沼　光（ふかぬま ひかる）
日本政策金融公庫総合研究所　研究主幹

1987年大阪大学経済学部卒業、国民金融公庫（現・日本政策金融公庫）入庫。大阪支店、中小企業
庁、郵政研究所、米国留学（ロチェスター大学ビジネススクールMBA）、東京大学社会科学研究
所客員助教授、総合研究所主席研究員などを経て、2018年 4 月より現職。経済産業省、日本商工会
議所等の各種委員も務めている。
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【第 3部　パネルディスカッション】

梶本 雄介（かじもと ゆうすけ）氏
株式会社アルファポリス　代表取締役社長

1993年東京大学工学部卒業、株式会社博報堂に入社。世界電気通信総合展示会TELCOM99、ダー
ビーフェスティバル、沖縄サミットなど、国内外のイベントの企画運営を担当。2000年に同社を退
社し、同年 8月、株式会社アルファポリスを設立し、代表取締役社長に就任。2014年10月に東証マ
ザーズ上場。

草野 隆史（くさの たかふみ）氏
株式会社ブレインパッド　代表取締役会長

1997年慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科（SFC）修士課程修了。サン・マイクロシステム
ズ株式会社を経て、インターネットプロバイダー関連企業の創業メンバーとして、事業企画を担当。
2004年 3 月株式会社ブレインパッドを設立し、代表取締役社長に就任。2011年 9 月に東証マザーズ
上場、2013年 7 月に東証一部に市場変更。2015年 9 月代表取締役会長。

尾上　徹（おのえ とおる）氏
株式会社バリューデザイン　代表取締役社長

1990年関西大学文学部卒業、株式会社 JCB入社。世界初の携帯電話でのクレジット決済システム
を企画、電子マネー事業の責任者を務める。2005年に同社を退社し、ITベンチャー企業に移籍。
2006年 7 月、創業メンバーとして株式会社バリューデザインを設立し、取締役執行役員に就任。同
年10月代表取締役社長。2016年 9 月に東証マザーズに上場。
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